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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
３月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
３／ １４：４６ 地震発生
１１ 金 ・災害対策本部を設置(14:55) ・厚生労働省（以下「厚労省」という）からﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ及び

・第 1 回災害対策本部開催(15:00) DMAT の派遣要請
※各部局で被害状況等の情報把握及び応急対応 → DMAT を即刻派遣(ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘの派遣は翌日)
・国道 354 号五料橋全面通行止め(15:20) ・緊急消防援助隊群馬県隊の第１陣（20 隊 70 人）が福島
・消防庁長官からの指示に基づき県内各消防本部に対し緊急消防援助隊群馬県 県へ出動（18:45）

隊の出動を指示（15:40） ・青森県、岩手県、宮城県、福島県、栃木県、茨城県、千
・県ホームページ（以下「県ＨＰ」という）トップページに緊急情報を掲載 葉県が災害救助法を適用

(15:50 随時更新) ・東京都は帰宅困難者への食品等の給与を行うために災害
・第 2 回災害対策本部開催(17:00) 救助法を適用
・緊急消防援助隊群馬県隊の航空部隊として群馬県防災航空隊（１隊９人）が

福島県へ出動（17:10）
・地震被害の状況について知事記者会見を開催(17:50)
・第 3 回災害対策本部開催(18:30)

１２ 土 ※各部局で被害状況等の情報把握及び応急対応 ・厚労省から遺体保存・搬送、火葬体制の確保等の通知
・3/14 からの東京電力の計画停電情報判明 → 関係者へ対策会議開催連絡 ・全国知事会から医療関係等専門職派遣要請
・電力対策会議開催(10:00) → 東京電力㈱から説明 ・長野県、新潟県が災害救助法を適用（3 月 12 日長野県
・第 4 回災害対策本部開催(16:00) → 災害警戒本部への移行を決定(17:25) 北部地震による適用）
・足尾鉱山堆積場の流出現場を復旧指導、渡良瀬川の水質検査結果等の伝達開 ・岩手県、宮城県、福島県から各都道府県へ災害救助法に

始 基づく応援要請
・県の備蓄物資(毛布)を被災地（宮城県）へ搬送(10t) ・水戸市に給水車派遣(前橋市 1 台､高崎市 2 台)
・各市町村へ岩手県、宮城県、福島県に対する救助の実施を依頼 ・桐生市が被災建築物応急危険判定活動を実施(～ 3/30)

１３ 日 ・モニタリングポスト（前橋市内）による空間放射線量測定結果を県ＨＰに公 ・環境省が県市、関係団体へ災害廃棄物の収集運搬の支援
表開始 要請

・計画停電の実施について県ＨＰトップページの緊急情報欄に掲載するととも ・全国知事会緊急広域災害対策本部から、被災県(東北 3
に群馬テレビ、エフエム群馬、上毛新聞を活用し広報を実施 県)が必要としている支援物資について連絡

・食品関係事業者等へ計画停電下の食品保管の留意点を通知
・各市町村教育委員会・公立高等学校・公立中等教育学校・県立特別支援学校

へ計画停電及び余震への対応を通知
１４ 月 ・第 1 回災害警戒本部開催 ・東京電力㈱（以下「東電」という）が計画停電実施

・第 1 回東北地方太平洋沖地震支援本部開催 （5 ｸﾞﾙｰﾌﾟに区分し実施)
・知事記者会見を ・厚労省から計画停電による食品等の温度管理の通知
・支援本部の設置について知事記者会見を開催 ・厚労省から墓埋法埋火葬許可の特例措置の通知
・保健福祉事務所及び保健予防課に県民の相談窓口を設置 ・農林水産省（以下「農水省という」）から被災地におけ
・県石油協同組合にガソリン等の安定供給について協力を要請 る食品表示（JAS 法）の緩和措置の通知
・県石油協同組合に対して、医療機関への燃料の優先供給を要請 ・桐生市が被災宅地危険度判定活動開始（～ 3/22）
・ガソリン、軽油の価格及び在庫状況の調査（28 店舗）～ 3/30(水)までの平日 ・太田市が被災建築物応急危険判定活動実施(～ 3/23)
・東京電力㈱に対して、計画停電制度の適切な実施について要請 ・渋川市が被災建築物応急危険判定活動実施(～ 3/16)
・計画停電及び節電要請に伴い、トンネル出入口等への注意看板設置及び道路 ・片品村長が､福島県被災者の受入れを表明

照明灯の節電を順次実施
・県庁舎正面玄関受付に募金箱設置
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３月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１５ 火 ・第 2 回災害警戒本部開催 ・厚労省（健康福祉部経由）から要援護者（女性等）の受
・食品安全課で食品に対する放射性物質の影響に関する相談開始 入れについて調査→ 17 日 可能の旨回答
・原子力発電所事故にかかる本県での放射線量についての県ＨＰの他言語翻訳 ・厚労省から原子力発電施設の事故等に対する水道におけ

（英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語、やさしい日本語）掲載 る対応の通知
・消費生活課メールマガジン「消費者ホットぐんま」で、生活関連物資の情報 ・全国知事会から支援物資の自衛隊による搬送スキーム構

提供と冷静な対応の呼びかけ 築の連絡通知
・緊急生活関連物資実態調査（12 店舗を対象に 1 日当たり半数の店舗を実施） ・福島県からの要請に基づく全国知事会からの避難所確保

～ 3/30(水)までの平日 依頼の通知
・森林土木工事の工事中現場の燃料、資材等調達状況調査 ・茨城県から各都道府県へ災害救助法に基づく応援要請
・石油製品の輸送についてＪＲ貨物に要請 ・みなかみ町長が､いわき市等被災者の受入れを表明
・計画停電に関する県ＨＰの多言語翻訳（英語、中国語、ポルトガル語、スペ

イン語、やさしい日本語）掲載
・「計画停電等に対応した農業技術対策」の公表
・「計画停電等に関する農業者相談窓口」の設置
・各市町村教育委員会・公立高等学校・公立中等教育学校・県立特別支援学校

に対して、計画停電の実施に伴う授業等の弾力的な対応等及び児童生徒等の
安全確保の配慮を通知

・県立特別支援学校に対して、医療的ケア対象児童生徒の電動吸引器、人工呼
吸器等、電力を必要とする予備電源等の対応状況調査の実施

・各市町村へ茨城県に対する救助の実施を依頼
・総務部総務課で避難受入の電話対応開始
・県営住宅(38 戸)受入開始
・福島県からの要請により二本松市等へ県の救援物資搬送(12t)

１６ 水 ・第 2 回震災支援本部開催 ・内閣府から女性や子育てのニーズを踏まえた災害対応の
・知事記者会見を開催し県民への知事メッセージを発表 通知
・食の安全危機管理チーム員会議（健康福祉部、環境森林部、農政部関係所属） ・消費者庁から被災地における食品表示（食品衛生法）の

を開催（放射線に関する情報の共有、相談窓口の確認） 緩和措置の通知
・群馬県公立高等学校入学者選抜全日制課程・フレックススクール再募集の検 ・関東地方知事会で、計画停電の適切な実施、ガソリン・

査開始時刻を１時間遅らせること、群馬県公立高等学校入学者選抜定時制課 重油等の安定供給の確保及び被災地や医療機関等への優
程再募集の検査開始時刻を学校の判断で遅らせることができることを決定 先的供給について、国へ要請

・病弱特別支援学校高等部入学者再募集の学力検査開始時刻を１時間遅らせる ・みなかみ町が､いわき市の被災者受入れ開始
ことを決定 ・エフエム群馬が、計画停電に関するラジオ放送での多言

・県立特別支援学校における自家発電設備の設置状況調査を実施 語（英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語）による
・外務省からの指示に基づき、青森県、岩手県、宮城県、福島県及び茨城県か 情報提供開始

らの避難者に対し、旅券申請（居所申請）の要件を緩和
・企業・団体等に被災地へ提供可能な支援物資の調査を実施

１７ 木 ・池本副知事：福島県を訪問 ・厚労省から食品中の放射性物質の暫定規制値の通知
→ 被災者(12,000 人)受入れが可能であることを表明 ・厚労省から被災地における生乳の衛生対策の通知

・県石油協同組合に対して、災害派遣・避難民乗車用バスなどの緊急車両への ・栃木県から各都道府県へ災害救助法に基づく応援要請
燃料の優先供給を要請 ・群馬県住宅供給公社賃貸住宅が受入表明

・東京電力㈱に対して、計画停電制度の適切な実施について要請 ・邑楽町が被災建築物応急危険判定活動を実施
・茨城県国際課の要請を受け「多言語支援センター茨城」運営支援のため職員 ・東吾妻町が災害時相互防災協定に基づき、南相馬市被災

1 名を派遣（～ 3/19） 者の受入れ開始(南相馬市職員、看護師常駐）



- 175 -

３月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１７ 木 ・医療救護班派遣（宮城県南三陸町）(～ 5/13 ､順次派遣）
・各市町村へ栃木県に対する救助の実施を依頼
・被災者受入れに係る県･市町村連絡会議開催
・県総合教育ｾﾝﾀｰ(伊勢崎)に避難者受入れ支援センターを設置し必要物資搬入
・国立いわき病院の患者を受入れを支援
・県議会において代表者会議を開催 → 大震災への対応方針等について協議

１８ 金 ・第 3 回震災支援本部開催 ・消費者庁から被災地における食品表示取締りの緩和措置
・知事記者会見を開催し県民への知事メッセージを発表 の通知
・水道水、降下物の放射性物質濃度測定(放射線モニタリング）開始 ・文部科学省（以下「文科省」という）から環境放射能モ
・水道水緊急検査開始 ニタリング強化依頼
・石油製品の輸送等について、知事から、ＪＲ東日本、ＪＲ貨物に要請 ・文科省が水道蛇口から採取した上水（蛇口水）の調査を
・保健師派遣(仙台､塩釜)（～ 4/7 仙台市、4/7 ～ 5/29 塩釜市に順次派遣） 各都道府県に委託
・群馬県居住支援協議会が県内民間賃貸住宅の情報提供を開始 ・群馬県内で亡くなった福島県からの避難者の火葬受入れ
・県内各行政事務所等で､県民からの支援物資（以下「支援物資という」）の受 開始

付開始(土日含む) ・渋川市が被災宅地危険度判定活動開始（～ 4/26）
・片品村が南相馬市被災者 926 人を受入れ

１９ 土 ・第 4 回震災支援本部開催 ・厚労省から水道水中の放射能測定値が暫定規制値を超過
・水道水の放射性物質測定結果を県ＨＰに公表開始 した場合の対応の通知
・農産物の放射能汚染サンプル調査実施(ホウレンソウ・カキナ等) ・厚労省から災害救助法の弾力運用通知（特別基準の設定、
・週休日の県民等からの震災関連の相談を職員が電話対応（～ 5/15(日)） 運用、広域にわたる避難が行われた場合の取扱い）
・緊急消防援助隊群馬県隊の帰還隊員(138 名）に対しスクリーニングを実施 ・厚労省から原発事故による避難者への対応の通知
・福島県職員が本県に常駐開始 → 群馬県への避難者等の状況把握等 ・全国知事会から群馬県からの支援物資搬送先を福島に割
・南相馬大町病院患者 62 名(1 陣)、雲雀ヶ丘病院患者 15 名を受入れを支援 り振り指示

・企業・団体等からの大口支援物資を自衛隊新町駐屯地で
の受入れを開始（自衛隊ルートによる搬送）

・県及び市町村社会福祉協議会が福島県内の災害ボランテ
ィアセンターへ職員派遣開始

２０ 日 ・第 5 回震災支援本部開催 ・群馬県住宅供給公社賃貸住宅が受入開始
・降下物の放射性物質測定結果を県ＨＰに公表開始
・伊勢崎地区ホウレンソウのヨウ素、高崎地区カキナのセシウムが暫定規制値

超過 →県域で出荷自粛を要請
・農産物から基準値超過の放射性物質が検出されたことについて知事記者会見

を開催(22:00)
・県石油協同組合に対して、介護・福祉車両へのガソリンの優先供給に関する

要望書を提出
２１ 月 ・第 6 回震災支援本部開催 ・原子力災害対策本部長（内閣総理大臣）から､ホウレン

・震災被災者支援室、物資・エネルギー対策室の設置を決定 ソウ、カキナの出荷停止指示
・福島県立医大･南相馬大町病院患者 62 名(2 陣)を受入れを支援(累計 124 名) ・厚労省から乳児による水道水の摂取に係る対応の通知

・厚労省から火葬協力の照会の通知
２２ 火 ・第 7 回震災支援本部開催

・県石油協同組合に対して、食肉処理施設等へのＡ重油の優先供給に関する要
望書を提出

・群馬県銀行協会長等に対し、金融の円滑化を要請
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３月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

２２ 火 ・被災地住宅危険度判定に対応した建築技師等（県職員 13 名、市職員 9 名）を
宮城 (仙台)に派遣(～ 4/3 まで)

・各市町村教育委員会に対して、被災した幼児児童生徒の受入れ状況調査を実
施(22～27日)・茨城県に公共施設災害用資材(ﾌﾞﾙｰｼｰﾄ他)送付

・募金（4,458 千円）を日赤へ第１回送金
２３ 水 ・第 8 回震災支援本部開催 ・厚労省から被災地への介護職員の派遣要請

・県産生乳検査結果公表 → 暫定規制値以下
・野菜出荷停止に対応した、繋ぎ資金制度創設(無利子)
・農産物安全検査結果及びつなぎ資金制度創設について知事記者会見を開催
・中小企業者向け制度融資（経営サポート資金）の拡充
・「受発注緊急特別相談窓口」を産業支援機構に設置
・節電等に係る庁内緊急対策実施
・新聞各紙（上毛、毎日、読売、産経、東京）に落ち着いて行動することや被

災地への支援などについての県民に向けた知事メッセージを掲載
＊朝日は 3/25 掲載

・県議会：全員協議会開催 → 災害状況･対策について説明
２４ 木 ・第 9 回震災支援本部開催 ・内閣府から女性や子育てのニーズを踏まえた被災者支援

・水道水緊急検査（企業局浄水場） → 以降定期的に検査実施 等の通知
・石油連盟に対して、ガソリン等石油製品の安定供給に関する要望を提出 ・観光庁から県境を越えた被災者の旅館等への受入れ通知
・東日本大震災緊急対策資金創設に係る関係機関協力要請及び事前協議 （｢観光庁スキーム｣）
・被災者受入れに係る市町村長会議 ・自衛隊ルート物資搬送開始(7t)
・原発事故による避難者への対応について旅館業営業者及び関係機関へ通知
・被災関係県教育委員会等へ転入学等の弾力的に受け入れの通知
・各市町村教育委委員会に対して被災した児童生徒の就学希望調査を実施
・県議会議員の募金を義援金として日赤に贈呈(250 万円)

２５ 金 ・第 10 回震災支援本部開催 ・厚労省から原発事故による放射線の影響とクリーニング
・農産物安全検査結果について知事記者会見を開催 の通知
・震災被災者支援室、物資・エネルギー対策室を設置 ・厚労省から災害救助法の弾力運用(公営住宅等を活用し
・東日本大震災緊急対策資金要領等規程整備、受付開始 て応急仮設住宅又は避難所を設置した場合の取扱い等)
・介護職員派遣(気仙沼)（～ 8 班､ 5/1 まで 順次派遣） の通知
・県立高等学校・県立中等教育学校に対して、転入学等の取扱指針の通知 ・全国町村会から県町村会に職員派遣要請通知

・草津町が､南相馬市被災者 150 人を受入れ

２６ 土 ・知事が福島県(12 旅団駐屯地含む)､宮城県を訪問 ・東京電力㈱から計画停電の運用改善について発表(グル
→ 福島県へ被災者 15,000 人受入れ可能を表明 ープ細分化)

12 旅団自衛隊員激励 ・エフエム群馬が計画停電及びに原子力発電所事故にかか
支援物資(30t)、県産野菜(20t)を搬送 る本県での放射線量に関する英語による情報提供開始

・水道水安全メッセージ発表
・心のケアチーム派遣(宮城へ､ 5 名 ～ 3/30)
・福島県地元新聞（福島民報・福島民友）を県内避難所、交流サロン等へ配布

開始
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３月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

２７ 日 ・県外からの広域避難者受け入れ人数が最大（3,730 人） ・エフエム群馬が計画停電及びに原子力発電所事故にかか
る本県での放射線量に関するポルトガル語による情報提
供開始

・自衛隊ルート物資搬送(6t)
２８ 月 ・第 11 回震災支援本部開催 ・全国知事会から、東北被災３県に対する派遣職員可能数

・第１回受発注緊急支援連携会議の開催 の照会
・県立学校で被災生徒の転入学を弾力的に受け入れるため、知事専決で条例改

正し、受検料・入学料の免除を規定
２９ 火 ・第 12 回震災支援本部開催 ・厚労省から災害救助法の弾力運用(広域避難の取扱い等)

・原発事故による放射線の影響とクリーニングについて関係機関へ通知 の通知
・東日本大震災緊急対策資金運用に係る融資機関への説明会 ・ＩＡＥＡ専門家が本県来訪
・各市町村教育委員会に対して被災した児童生徒の受入れについて通知 ・自衛隊ルート物資搬送(3t)
・各市町村教育委員会、県立特別支援学校に対して、被災した幼児児童生徒の

特別支援学校への転入学等の通知
・県立美術館・博物館、ベイシア文化ホールに募金箱を設置

３０ 水 ・第 13 回震災支援本部開催 ・全国市長会から県市長会に職員派遣要請通知
・東日本大震災緊急対策資金運用に係る関係機関への説明会（第 1 回） ・自衛隊ルート物資搬送(28t)
・屋根瓦工事組合連合会に被害住宅早期復旧工事対応を要請
・宮城・福島に連絡･調整のため各 2 名の常駐職員を派遣

（～ 8/26 まで 1 週間程度で交代、5/28 ～各 1 名に変更)
・被災地（宮城・福島県内）へ支援物資搬送(8t)
・市町村及び行政事務所に対し県内受入れ被災者への支援物資配布の依頼を通

知
・県内被災者（避難所等）へ支援物資配布開始

高崎市内の避難所等へ支援物資配布
・県内に避難している被災者を対象に県立美術館・博物館の観覧料を無料化
・県内の避難所における出張理美容の適用について関係機関へ通知
・県教職員互助会から募金受入

３１ 木 ・第 14 回震災支援本部開催 ・内閣府より東北地方太平洋沖地震に係る住家被害認定迅
・被災県に見舞金贈呈 速化のための調査方法について通知
・県職員互助会から募金受入 ・厚労省から原発避難指示区域内の御遺体の取扱いの通知
・高崎市内（避難所等）支援物資配布 ・農水省から県あて農業者への金融円滑化の依頼通知

・農水省・全国農業協同組合中央会による緊急支援策発表
・自衛隊ルート物資搬送(3t)
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
４月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
４／ ・第 15 回震災支援本部開催 ・ＪＡによる風評被害を対象としたつなぎ資金制度を創設

１ 金 ・サーベイメーターによる桐生市内の空間放射線量測定結果を県ＨＰに公表開 ・群馬県内で亡くなった福島県からの避難者の火葬受入れ
始（データは群馬大学が提供） について福島県から協力依頼通知

・水稲の作付可否判断のための農用地土壌の放射性物質検査を県内 8 地点で開 ・みなかみ町が､被災者受入れを月末までと表明
始 ・県薬剤師会が､福島県に薬剤師派遣(～ 7/31)

・国道 354 号五料橋の通行開始
・県内避難者受入れ 3,347 人
・藤岡市内（避難所等）支援物資配布
・募金（1,840 千円）を日赤へ第２回送金

３ 日 ・「ぐんま広報」４月号に知事メッセージや震災関連情報を掲載(4/3 発行) ・自衛隊ルート物資搬送(2t)

４ 月 ・第 16 回震災支援本部開催 ・内閣府から女性や子育てのニーズを踏まえた被災者支援
・集乳所の原乳検査実施（第 2 回） 等の通知
・宮城･福島県へ市町村業務支援･避難所運営支援等（以下「行政支援等」とい ・厚労省から水道水中の放射性物質のモニタリング方針に

う）のため県職員を派遣開始(第１班､ 20 名、ﾌﾟﾘｳｽ 6 台) ついて発表
・福島県へ災害復旧応援チーム先発隊派遣(土木職員 4 名) ・厚労省から対象自治体（群馬県を含む 11 自治体）に食
・支援物資を消防学校から旧保育大に移管 品中の放射性物質検査計画の策定と実施について依頼通
・前橋市内（避難所等）支援物資配布 知
・被災家庭動物の受入れに係る実施要領を策定し、群馬県獣医師会や動物愛護 ・全国知事会から被災地への支援物資は食料品に限定する

団体に協力依頼 旨の連絡
５ 火 ・第 17 回震災支援本部開催 ・厚労省から魚介類中の放射性ヨウ素の暫定規制値追加の

・緊急消防援助隊群馬県隊の帰還隊員(13 名）に対しスクリーニングを実施 通知
・集乳所での原乳検査結果公表 → 結果は全て検出せず
・災害復旧対応の下水道技師を宮城県(名取市)派遣(県 2 ､太田市 2 ､～ 4/11)
・東吾妻町（避難所等）支援物資配布

６ 水 ・第 18 回震災支援本部開催
・ＥＵ向けに輸出される食品等に関する証明書の発行に係る要望を農林水産大

臣に提出
・横浜タカシマヤの売場で県産野菜の安全性をＰＲ（～ 4/7）
・東京電力㈱に対し、計画停電の見直し及び早期終了について要請
・危機管理監被災地訪問(福島県)
・被災県（全国知事会経由）からの要請により、県民からの支援物資の受付を

水･食料品に限定
・藤岡市他（避難所等）支援物資配布
・みなかみ受入れ被災者県有施設招待ツアー実施

７ 木 ・東日本大震災緊急対策資金運用に係る融資機関への説明会（第 2 回） ・福島県から避難者受入れ都県に対し、受入れ被災者の今
・太田市（避難所等）支援物資配布 後の避難先の希望や就労等に関する意向調査の依頼通知
・各市町村教育委員会に対して被災した児童生徒の受入れ状況調査を実施

８ 金 ・第 19 回震災支援本部開催 ・原子力災害対策本部長から群馬県産ホウレンソウ、カキ
・緊急消防援助隊群馬県隊の帰還隊員(18 名）に対しスクリーニングを実施 ナの出荷自粛指示の解除指示
・モニタリングポスト（高崎市）による空間放射線量測定結果を県 HP に公表 ・環境省が被災県以外の 42 都道府県に災害廃棄物の受入

開始（データは日本原子力研究開発機構高崎量子研究所が提供）
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４月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

８ 金 ・群馬県産ホウレンソウ、カキナ野菜出荷停止解除を原子力災害対策本部長（内
閣総理大臣）へ申請 → 同日、出荷自粛解除指示あり

・県産農産物安全確認検査実施 → 全て基準値以下 協力要請
・知事記者会見を開催し、群馬県産農産物の安全宣言を発表 ・東電の計画停電打ち切りを発表
・ぐんまちゃん家店頭で県産野菜の安全性をＰＲ ・自衛隊ルートでの支援物資受付停止
・県産牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵の検査実施
・農用地土壌の放射性物質検査の結果判明 → 水稲の作付けに差し支えない
・ＥＵ向け食品等輸出証明書受付開始
・がんばろう群馬！産業支援本部の設置を決定
・危機管理監被災地訪問(宮城県)(～ 4/9)
・被災地（宮城県内）へ支援物資搬送(2t)
・太田市他（避難所等）支援物資配布

９ 土 ・宮城県へ県民ボランティア先遣隊を派遣(3 名) ・横浜駅構内でＪＡ全農ぐんまが県産野菜の安全性をＰＲ
・被災地（福島県内）へ支援物資搬送(2t) （4/12、4/14）
・藤岡市（避難所等）支援物資配布

１０ 日 ・被災地（宮城県）における児童生徒及び教職員への相談業務のために臨床心
理士を派遣(3名 ～14日)

・昭和村他（避難所等）支援物資配布
１１ 月 ・第 1 回がんばろう群馬･産業支援本部開催 ・自衛隊ルート物資搬送(15t) 同ルートでの搬送終了

・震災 1 ヶ月目で全庁黙とう実施
・農水省の通知に基づき、放射性物質汚染に関する今後の野菜作付について、

通常の営農が可能な旨を県内農業者等に周知
・県産牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵の放射性物質検査結果を公表

→ 結果は全て検出せず
・被災者支援に係る市町村連絡会議
・児童相談班派遣(2 名 福島県 ～ 4/15)
・心のケアチーム派遣(須賀川､郡山へ､ 5 名 ～ 5/13 まで)
・災害復旧対応の土木技師を福島(郡山･須賀川)派遣 (8 ～ 12 名､～ 6/30)
・福島県からの依頼に基づき、県内避難者の今後の避難先や就労等に関する意

向調査(～ 20 日)
・前橋市（避難所等）支援物資配布
・避難者支援だより(1 ～ 5 号）発行

１２ 火 ・ぐんまちゃん家で知事が野菜の安全宣言アピール ・総務省から避難者把握調査依頼通知
・野菜安全宣言ポスター配布 → 市町村へ 4/25 までに｢全国避難者情報システム｣
・野菜安全宣言ＰＲ（広報課広報媒体） 受付開始
・手話通訳者を宮城東松島市に派遣(1 名､週交代､～ 5/10） ・藤岡土地改良区が牛秣貯水池、小宮池の災害復旧事業・
・被災県からの要請により支援物資受付の一時停止を公表 査定前着工の国同意通知を受ける
・被災地（宮城県内）へ支援物資搬送(8t) ・ぐんまちゃん家で沼田市長が野菜のトップセールス
・高崎市他（避難所等）支援物資配布 ・群馬交響楽団被災者慰問コンサート（東吾妻町 2 回）
・募金（8,442 千円）を日赤へ第 3 回送金
・動物管理センターで被災家庭動物（犬）一時預かり開始（～ 11/9）
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４月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１３ 水 ・県産原乳検査（第 3 回）(以降毎週集乳所２か所について実施) ・厚労省から原木しいたけのモニタリング検査強化の通知
・被災地支援のための県民ボランティア(第１期)募集 ・前橋市が風評被害を対象とした市単つなぎ資金創設
・児童相談班派遣(宮城県)(2 名 宮城県 ～ 4/16)
・前橋市他（避難所等）支援物資配布
・県内の旅館業営業者へ災害要援護者の協力宿泊施設の登録依頼

１４ 木 ・第 20 回震災支援本部開催 ・厚労省から焼骨の埋蔵等の特例措置の通知
・避難者の雇用等相談実施 ・農水省が飼料の放射性物質暫定許容値を設定

１５ 金 ・サーベイメーター等による前橋市、中之条町、片品村、邑楽町の空間放射線 ・総務省が風評被害地域応援キャンペーン「総務省マルシ
量定点観測結果を県ＨＰに公表開始 ェ」を中央合同庁舎 2 号館で開催

・災害廃棄物受入可能量調査結果を環境省へ報告（県内で約 5 万ｔの受入可能） ・知的障害施設光洋愛成園利用者を、のぞみの園に受入れ
・「総務省マルシェ」に参加し、県産農産物の安全性をＰＲ (67 名)
・上毛新聞「くらしのＱ＆Ａ」に｢震災がらみのトラブル｣を掲載して注意喚起
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市職員を派遣

(第 2 班：県 20 人､市 11 人 以降は大型バスにより定期的に送迎)
・前橋市他（避難所等）支援物資配布

１６ 土 ・淀橋市場被災地応援フェア（淀橋市場）に参加し、県産農産物の安全性をＰ ・群馬交響楽団震災復興支援コンサート開催
Ｒ （高崎市：仙台フィルハーモニー管弦楽団と共演）

１７ 日 ・被災地（宮城県）における児童生徒及び教職員への相談業務のために臨床心
理士を派遣(3名 ～20日)

１８ 月 ・ぐんまちゃん家で知事が、旅館女将と風評被害を防ぐため県内温泉地への誘
客を行うとともに県産野菜をＰＲ

・グッドぐんまの旬の市（浅草）で知事が県産野菜のＰＲ
・県産きのこ(4 市町)の放射性物質検査実施(以後、4 月中に 2 回実施)
・伊勢崎市他(避難所等）支援物資配布

１９ 火 ・築地市場で知事のトップセールスにより県産野菜をＰＲ
・県内水産物(養殖魚のコイ、ニジマス、ヤマメ、イワナ、アユ)放射能検査結

果公表 → 全て検出せず
・東北地方太平洋沖地震被災への金融支援等説明会の開催
・桐生市他（避難所等）支援物資配布
・利根教育事務所管内の幼稚園、小・中学 校等の教職員を対象に、受入れに

伴う学校（園）生活の支援に関する研修会を実施（59 名参加）
２０ 水 ・第 2 回がんばろう群馬･産業支援本部開催

・ぐんま観光元気宣言（知事名）を発表
・中小企業ワンストップセンター（総合相談窓口）を設置
・ＥＦＴＡ向け食品等輸出証明書受付開始
・東日本大震災被害対策資金を創設（取扱開始 4/21 ～）
・県内中小企業への発注の協力を大企業等へ依頼
・宮城県に県民ボランティア派遣 (1 ～ 4 班､ 2 泊 3 日､各 20 名､ ～ 4/28)
・高崎市（避難所等）支援物資配布
・各教育事務所に対して被災児童生徒の管内の学校別の受入れ状況調査を実施
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４月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

２１ 木 ・第 21 回震災支援本部開催 ・「東京電力福島原発事故農畜産物損害賠償対策群馬県協
・仮設住宅建設対応の建築技師を福島県(福島市)派遣(1 名交代制で～ 6/30) 議会」（事務局：JA 群馬中央会）設立
・高崎市他（避難所等）支援物資配布 ・藤岡土地改良区が牛秣貯水池、小宮池の災害復旧工事に

着手
・群馬交響楽団被災者慰問コンサート（高崎市）

２２ 金 ・風評被害対策等を求める「東日本大震災に関する緊急要望」を国等に提出 ・厚労省から大震災により被災した理美容師の訪問理美容
・東京都庁で知事が都知事に県産農産物の安全性をＰＲ の通知
・農地土壌調査のための土壌採取を開始 ・農水省から延滞者等へのつなぎ融資に対する国の実質的
・産業技術センター及び繊維工業試験場で工業製品の放射線測定試験を開始 保証実施の連絡
・災害救助法関係市町村説明会（同法に基づく経費の所要額調査）
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣

(第 3 班、県 20 ､市 11 ､町村 6 名)
・高崎市他（避難所等）支援物資配布
・避難者支援だより(6 ～ 9 号)発行

２３ 土 ・県民健康科学大学第１回緊急公開講座開催
（県内の放射線・放射能測定値の解説、放射線の人体への影響等）

・足尾鉱山堆積場崩落現場（渡良瀬川）復旧
・旧保育大校内の保管支援物資仕分け整理(ボランティア、県職員)

(4 ／ 23 ､ 24 ､ 30 ､ 5 ／ 1 ､ 2 ､ 6 ､ 7 ､ 8 ､ 9 ､ 12 ､ 16)
・片品村受入れ被災者を自然史博物館招待ツアー実施

２４ 日 ・被災地（宮城県）における児童生徒及び教職員への相談業務のために臨床心
理士を派遣(3名 ～26日)

２５ 月 ・秋篠宮殿下・同妃殿下が被災者激励のため御来県(東吾妻町)
・被災地支援のための県民ボランティア(第 2 期)募集
・安中市他（避難所等）支援物資配布

２６ 火 ・牧草等の放射性物質モニタリング検査実施 → 給与を控えるよう指示 ・環境省から被災家庭動物の収容・保管のためのケージの
・大震災により被災した理美容師の訪問理美容について関係機関へ通知 配付の通知
・昭和村他（避難所等）支援物資配布

２７ 水 ・第 1 回がんばろう群馬！産業支援本部連絡調整会議開催 ・厚労省から原発事故による避難者に対する生活衛生関係
・県内金融機関のトップを招集した金融懇談会を開催し、知事から金融の円滑 営業者の対応の通知

化を要請
・第 2 回受発注緊急支援連絡会議
・国土交通省による災害査定(橋梁、砂防施設)
・災害救助法関係庁内説明会（同法に基づく経費の所要額調査）
・高崎市他（避難所等）支援物資配布
・各市町村教育委員会に対して被災した児童生徒の受入れ状況調査を実施

２８ 木 ・第 22 回震災支援本部開催
・技術対策等資料「用水確保が困難な場合における水稲の技術対策について」

を県内生産者等に周知
・シンガポール向け食品等輸出証明書受付開始
・国土交通省による災害査定(都市公園)
・被災地（宮城・福島県内）へ支援物資搬送(18t)
・被災農業者受入れ情報等の収集･提供を発表
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４月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

２９ 金 ・復興支援マルシェで県産野菜等を販売・ＰＲ（赤坂サカス） ・厚労省から被災県への求償に係る事務処理の取扱いにつ
・県産野菜応援即売会（高崎城南球場（群馬ダイヤモンドペガサス開幕戦）） いて通知
・茂原副知事･総務部長：福島県･宮城県庁等訪問(～ 5/1) ・日赤からの応急仮設住宅入居避難者への家電セット寄贈
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第４班) の通知
・避難者受入れ支援ｾﾝﾀｰ(伊勢崎)の相談機能を県庁内震災被災者支援室に移管

３０ 土 ・県産野菜応援即売会（正田醤油スタジアム（ザスパ草津開幕戦）） ・厚労省から被災県あて応急仮設住宅としての民間賃貸住
宅借り上げの取扱について通知
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
５月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
５／ ・「ぐんま広報」5 月号に知事メッセージや県内産業支援対策を掲載(5/1 発行) ・福島県の下水汚泥から 26,400 ﾍﾞｸﾚﾙ/㎏の放射性ｾｼｳﾑ検出

１ 日 ・消費生活課広報誌「ぐんまくらしのニュース」に農産物等の安全性の記事を
掲載し、風評に惑わされず、正しい情報による冷静な行動を呼びかけ

・県産農畜産物応援即売会（JA ビル）
２ 月 ・流域下水道 6 処理区の汚泥搬出先を追跡可能な再資源工場に限定 ・国が制度資金における震災支援の特例措置の法律公布

・県内避難者受入れ 2,840 人 ・内閣府から地盤に係る住家被害認定の調査・判定方法に
・県営住宅(107 戸､広瀬第一)入居希望者募集開始 ついて通知（地盤の液状化による住家被害の判定方法）
・高崎市他（避難所等）支援物資配布
・募金（665 千円）を日赤へ第４回送金
・動物管理センターで被災家庭動物（猫）一時預かり開始(～ 8/17)

３ 火 ・ＪＲ上野駅、秋葉原駅、大宮駅で県産農畜産物を販売（応援産直市～ 5/7）

４ 水
５ 木 ・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(5/4 の検査結果）

（以降、概ね 2 週間間隔で検査・公表）
６ 金 ・第 23 回震災支援本部開催 ・厚労省から災害救助法の弾力運用(特別基準の設定)の通

・牧草等の放射性物質モニタリング検査実施 → 給与を控えるよう指示 知
・本県の放射線量の休日も公表する旨の変更報告
・韓国及びマレーシア向け食品等輸出証明書受付開始
・県産野菜応援即売会（高崎駅隣接会場（C61 車両 展示会））
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 5 班)

７ 土
８ 日 ・福島県から応急仮設住宅としての民間賃貸住宅借り上げ

の実施要請
９ 月 ・原発事故による避難者に対する生活衛生関係営業者の対応について関係機関

へ通知
・宮城県に県民ボランティア派遣(5 ～ 8 班､ 2 泊 3 日､各 20 名､～ 5/17）

１０ 火 ・群馬県旅館ホテル生活衛生同業組合に災害時要援護者の協力宿泊施設の追加
登録を依頼

・伊勢崎市（避難所等）支援物資配布
・自然史博物館で陸前高田市立博物館から預かった被災昆虫標本（435 点）の

修復活動を開始
１１ 水 ・避難者住環境改善施策等市町村説明会(観光庁スキームの適用等） ・厚労省から茶（生茶葉）のモニタリング検査強化の通知

・被災者(福島県)に対する生活家電セット支援について市町村等へ協力要請 ・宮城県から応急仮設住宅としての民間賃貸住宅借り上げ
・福島県からの避難者意向調査結果公表 の実施要請
・被災地（宮城県内）へ支援物資搬送(2t)
・関根前県議会議長：福島県訪問

１２ 木 ・技術対策等資料「放射性物質が検出された野菜の廃棄方法」を県内生産者等 ・国土交通省から「福島県内の下水処理副次産物の当面の
に周知 取り扱いに関する考え方」の通知

・安全な牛乳・牛肉等の生産のための牧草等の放射性物質調査説明会開催 ・群馬交響楽団移動音楽教室被災者招待（東吾妻町）
（市町村関係団体・県機関)

・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(5/9 採取の検査結果）
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５月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１２ 木 ・知事が高崎城山団地､のぞみの園に避難している被災者激励
・被災地（福島県内）へ支援物資搬送(4t)

１３ 金 ・池本副知事が東吾妻町等への避難者激励 ・環境省から福島第一原発から半径 20Km 圏内の警戒区域
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 6 班) への住民の一時立入りに伴うペット保護活動への人材派
・高崎市（避難所等）物資配布 遣等協力依頼の通知
・避難者支援だより(10 ～ 12 号)発行 ・群馬交響楽団移動音楽教室被災者招待（東吾妻町）

１４ 土 ・県民健康科学大学第２回緊急公開講座開催 ・福島県から各県に対し厚労省との協議結果としての災害
（県内の放射線・放射能測定値の解説、放射線の人体への影響等） 救助法特別基準の通知

・放射性物質を含む下水汚泥の処理状況公表
１５ 日 ・県内水産物(神流川､利根川のアユ)放射能検査実施

１６ 月 ・第 3 回がんばろう群馬･産業支援本部開催 ・厚労省から荒茶、淡水魚、シラス、たけのこ、山菜のモ
・タイ向け食品等輸出証明書受付開始 ニタリング検査強化の通知
・牧草検査（第 2 回）結果を公表 →東毛・中西毛地域の牧草給与の自粛解除 ・国土交通省通知「福島県内の下水処理副次産物の当面の
・農地・農業施設の災害復旧事業研修会開催 取り扱いに関する考え方」を本県も使用したい旨の要望

（対象者：県、市町村、土地改良区） ・福島県から本県に対し避難者受入れに係る災害救助法の
・高崎市（避難所等）支援物資配布 弾力運用の通知

１７ 火 ・「東日本大震災における災害要援護者に対する支援事業実施に係る協定書」 ・原子力災害対策本部から「原子力被災者への対応に関す
を県旅館ホテル生活衛生同業組合と締結（「観光庁スキーム」実施） る当面の取り組み方針」提示

・被災地（福島県内）へ支援物資搬送(8t) ・緊急消防援助隊陸上部隊を福島県相馬市へ派遣
(6 隊 13 人、5/17 ～ 29)

１８ 水 ・がんばろう群馬！農産物フェア（日本橋プラザ～ 5/19）で県産農産物の安全
性ＰＲ

・農水省による災害復旧事業査定（鳴沢貯水池、大谷池、他 2 貯水池 ～ 19 日）
・中小企業ワンストップセンター出張相談会（前橋）

対象 震災により何らか影響を受けている県内中小企業（全業種）
・５月定例県議会において、大規模地震対策特別委員会を設置

１９ 木 ・第 24 回震災支援本部開催 ・岩手県から応急仮設住宅としての民間賃貸住宅借り上げ
・県内水産物(神流川､利根川のアユ)の放射能検査結果公表 の実施要請

２０ 金 ・各市町村あて「文部科学省のホームページに掲載された情報について」（児 ・北関東 3 県で国に対し下水道汚泥の処理方針の明確化を
童生徒が受ける線量をできるだけ低く抑えるために取り得る学校等における 要望
生活上の留意事項）を通知し、保育所等に情報提供 ・5/16 の下水処理副産物の取扱いに関する考え方の要望

・ハンディー型線量計による空間放射線量広域調査を開始（～ 5/22 県内 92 地 について当該基準を使用しても差し支えないとの回答
点） ・各政府機関及び政党へ「放射性物質が検出された下水汚

・内閣総理大臣、内閣官房長官及び経済産業大臣に対して、夏期の電力需給対 泥等の安全な取扱い方策に係る緊急要望」を栃木県と連
策に係る要望を提出 名で実施

・県内金融機関を訪問し、県制度融資と東日本大震災復興緊急保証を活用した
資金繰りの一層の円滑化を要請（～ 5/27）

・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第７班)
・被災者(岩手県･宮城県)に対する生活家電セット支援について市町村等へ協力

要請
２１ 土
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５月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

２２ 日 ・「買って食べて、応援しよう in 築地」（築地市場）で県産農産物の安全性ＰＲ
・みどり市他受入れ被災者をぐんま昆虫の森招待ツアー施

２３ 月 ・牧草検査（第 3 回）結果を公表 → 北毛地域の牧草給与の自粛なし
・「ぐんまのものづくりは元気です」パンフレットの作成配布
・福島県の要請により、心のケアチーム派遣(郡山)を延長

(6 ～ 8 班､ 5 名～ 6/10)
・高崎市（避難所等）支援物資配布
・県内避難者向けの情報提供に係る市町村との意見交換（前橋市・高崎市）

２４ 火 ・ハンディー型線量計による空間放射線量広域調査結果を県ＨＰに公表
・福島県松本副知事来県 → 被災者の受入れ御礼等
・被災地（宮城県内）へ支援物資搬送(2t)
・伊勢崎市（避難所等）支援物資配布

２５ 水 ・渋川市内の茶（生葉）から暫定規制値を超える放射線セシウム検出を発表 ・関東地方知事会で国に対し、「東日本大震災に係る要望」
→ 渋川市産の茶の出荷自粛を要請 を提案・要望することを決定

・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(5/12 ～ 20 採取の検査結果） ・関東農政局によるブロック会議
・尾瀬国立公園内の東京電力所有地を売却しないよう求める要望書を東京電力 （震災支援のための制度資金特例措置の説明）

㈱と内閣総理大臣に提出
２６ 木 ・第 25 回震災支援本部開催

・東京電力㈱から尾瀬内所有地の売却は考えていないと回答
・災害救助費の請求に係る市町村説明会

２７ 金 ・小学校 5 校の校庭の空間放射線量の定点測定開始（週 2 回）
・大応援物産フェア（丸ビルマルキューブ）で県産農産物の安全性ＰＲ
・制度資金担当者説明会において、東日本大震災緊急対策資金及び国の制度資

金特例措置を融資機関、市町村へ説明
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣

(第 8 班～ 6/3 金、第 9 班からは木曜出発へ変更)
・被災地（宮城県内）へ支援物資搬送(4t)
・みなかみ町（避難所等）支援物資配布

２８ 土 ・全公立学校及び幼稚園の校庭（園庭）の空間放射線量の測定開始
・県民ボランティア派遣リーダーの活動報告会開催

（災害ボランティアぐんま参加)
２９ 日 ・緊急消防援助隊群馬県隊の活動終了（3/11 ～ 5/29

延べ 3,140 人日）
３０ 月 ・東部地域農畜産物・温泉ＰＲ（ぐんまちゃん家）

・県ＨＰに被災地の災害ボランティア情報の掲載(5/30 ～）
３１ 火 ・中小企業ワンストップセンター出張相談会（太田）

対象 震災により何らか影響を受けている県内中小企業（全業種）
・各市町村教育委員会に対して東日本大震災に伴う節電と震災を教材として活

用する授業の推進を通知
・片品村（避難所等）支援物資配布
・県立美術館・博物館、ベイシア文化ホールに設置した募金箱の義援金（3/29

～）を NPO・ﾎﾞﾃﾝﾃｨｱ推進課に送付（来館者分 97,914 円）
・避難者支援だより(13 ～ 15 号)発行
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
６月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
６／ ・ファベックス 2011 食の復興支援ブース（幕張メッセ）に出展し、県産農産物

１ 水 をＰＲ（～ 6/3）
・県内避難者受入れ 2,573 人
・沼田市（避難所等）支援物資配布
・募金（414 千円）を日赤へ第 5 回送金

２ 木 ・第 26 回震災支援本部開催 ・厚労省から荒茶、製茶のモニタリング検査強化の通知
・横浜開港祭「東日本物産展」（横浜赤レンガパーク）で県産農産物の安全性

ＰＲ
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 9 班)
・高崎市（避難所等）支援物資配布

３ 金 ・被災地（宮城県内）へ支援物資搬送(4t)
・太田市他（避難所等）支援物資配布

４ 土
５ 日 ・「ぐんま広報」6 月号に家庭の節電対策を掲載(6/5 発行)

６ 月
７ 火 ・被災者（茨城県）に対する生活家電セット支援について市町村等に協力要請

・片品村（避難所等）支援物資配布

８ 水 ・第 3 回受発注緊急支援連絡会議の開催 ・関東農政局が県内で市町村対象に国一次補正（制度資金
・5 月定例県議会大規模地震対策特別委員会を開催 特例措置）の説明

→ 委員会において政府関係機関に対する、震災からの復興に向けた補正予
算の早期編成を求める意見書、津波対策推進法案の早期成立を求める意
見書を発議することを決定

９ 木 ・第 27 回震災支援本部開催（資料配付）
・第 2 回がんばろう群馬！産業支援本部連絡調整会議開催
・サーベイメーターによる川場村の空間放射線量定点観測結果を県ＨＰに公表

開始
・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(6/1 ～ 3 採取の検査結果）
・群馬県節電応援プログラム策定、公表
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 10 班)
・各市町村教育委員会、特別支援学校に対して被災した児童生徒への上毛かる

た等の贈呈について依頼
１０ 金 ・公立学校のプール水の放射性物質の測定開始 ・藤岡土地改良区が牛秣貯水池の災害復旧工事を完了

・県内避難者向けの情報提供に係る市町村との意見交換（太田市）
・5 月定例県議会本会議で意見書を全会一致で可決

→ 議長から政府関係機関へ直ちに提出することを決定
１１ 土
１２ 日
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６月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１３ 月 ・県内保育所、私立幼稚園・小・中・高校等の放射線量測定開始 ・農水省が職員食堂において本県産食材を活用した特別メ
・県内水産物(神流川のヤマメ)の放射能検査結果公表 → 検出せず ニューを提供する「ぐんま応援フェア」を開催（農水省
・避難者支援だより(16 号)発行 食堂～ 7/8）

１４ 火 ・麦の放射性物質検査を開始
・中小企業ワンストップセンター出張相談会（桐生）

対象 震災により何らか影響を受けている県内中小企業（全業種）
・被災者に発行される「震災特例旅券」にかかる県発給手数料を無料とするた

めの条例を専決処分により制定
・高崎市（避難所等）支援物資配布

１５ 水 ・(財)群馬県老人クラブ連合会の機関誌に震災に便乗した悪質商法の記事を掲
載し注意を喚起

１６ 木 ・第 28 回震災支援本部開催 ・厚労省から放射性物質が検出された上下水処理等副次産
・第 4 回がんばろう群馬･産業支援本部開催 物の当面の取扱いに関する考え方の通知
・広域調査結果で空間放射線量の高かった地点の追加調査結果を県ＨＰに公表 ・国土交通省から放射性物質が検出された上下水処理等副
・各市町村教育委員会に対して「東日本大震災にかかる各学校園の取組状況に 次産物の当面の取扱いに関する考え方の通知

ついて」の調査を実施 ・環境省が放射性物質が検出された上下水処理等副次産物
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 11 班) の当面の取扱いに関する考え方を示す。

１７ 金 ・水質浄化センターから搬出される汚泥の放射性物質の数値が低下したため一
部の汚泥の搬出を再開（搬出先：セメント工場）

・計画停電に係る化製場の適用除外を経済産業省に要請
・被災した児童生徒の心のケアを図るために、県内の28小学校、5中学校にスク

ールカウンセラーを派遣（～H24.3.2）
１８ 土
１９ 日
２０ 月 ・来院者の安全・安心のため県立病院で病院敷地の空間放射線量測定を開始

・高崎市（避難所等）支援物資配布
２１ 火
２２ 水 ・各市町村へ千葉県に対する救助の実施を依頼 ・千葉県から各都道府県へ災害救助法に基づく応援要請

・県内避難者向けの情報提供に係る市町村との意見交換（沼田市）
２３ 木 ・第 29 回震災支援本部開催

・企業局浄水場発生土の放射性物質検査結果を公表
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 12 班)
・沼田市（避難所等）支援物資配布
・県内避難者向けの情報提供に係る市町村との意見交換

（桐生市・伊勢崎市・館林市）
２４ 金 ・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(6/17 採取の検査結果）

・県立高等学校・県立中等教育学校に対して、震災に係る授業や部活動等の対
応について調査実施

・公営住宅、民間住宅等に居住する避難者の夏季における健康管理について各
市町村及び関係機関に注意喚起と協力要請

・避難者支援だより(17 号)発行
２５ 土 ・東部地域農畜産物・温泉ＰＲ（上里ＳＡ） ・群馬交響楽団定期演奏会被災者招待（高崎市）
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６月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

２６ 日 ・伊勢崎市が「避難者交流会」を開催（市役所）
・群馬交響楽団被災地支援演奏会（宮城県石巻市）

２７ 月 ・中小企業ワンストップセンター出張相談会（高崎）
対象 震災により何らか影響を受けている県内中小企業（全業種）

２８ 火 ・高山村他（避難所等）支援物資配布 ・県内避難者支援に係る群馬県広域桐生福島県人会との意
見交換

２９ 水 ・桐生市内の茶（荒茶）から暫定規制値を超える放射性セシウム検出を発表
→ 桐生市産の茶の出荷自粛を要請

・石巻市牡鹿町おしかホエールランド等にて標本等の救済活動（～ 7/1）
（自然自然史博物館 文化財レスキュー事業）

３０ 木 ・第 30 回震災支援本部開催 ・原子力災害対策本部長（内閣総理大臣）から桐生市、渋
・第 5 回がんばろう群馬･産業支援本部開催 川市産の茶の出荷停止指示
・保育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の空間放射線量の測定結果公 ・厚労省から水道水中の放射性物質のモニタリング方針の

表（第１回） 改訂の通知
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 13 班)
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧（時系列）
７月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
７／ ・夏期の電力使用制限において変則操業を行うと畜場・食鳥処理場への弾力的

１ 金 検査協力(～ 9/2)(食肉衛生検査所)
・技術対策等資料「来年に向けた茶園管理」を県内生産者等に周知
・グッド群馬の農産物フェア（ぐんまちゃん家）で県内農産物の安全性ＰＲ

(～ 7/2)
・ブラジル向け食品等輸出証明書受付開始
・高浜発電所ガスタービン発電再開（電力不足対応）
・保健師・管理栄養士派遣（南相馬）(～ 8/22、順次派遣）
・災害復旧対応の土木技師を福島(郡山･須賀川)派遣(4 名､～ 3/31)
・県内避難者受入れ 2,611 人
・募金（141 千円）を日赤へ第 6 回送金

２ 土 ・県産野菜即売会（ググッとぐんま高崎駅わくわくフェスタ（高崎駅）でＰＲ
（～ 7/3）

３ 日
４ 月 ・技術対策等資料「お茶に含まれる放射性セシウム濃度の低減に向けた対応に

ついて」を県内生産者等に周知
・関係市町村教育委員会に対して、被災児童生徒へのボリショイサーカス招待

券の配付依頼
５ 火 ・被災地（福島県）へ支援物資搬送(2t)

６ 水 ・待機 DMAT の派遣(～ 7/12)

７ 木 ・第 31 回震災支援本部開催 ・厚労省から牛肉のモニタリング検査の強化の通知
・第 6 回がんばろう群馬！産業支援本部開催
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 14 班)

８ 金 ・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(6/30 採取の検査結果） ・福島県南相馬市が市民の帰還計画と避難所からの退所措
・県民ボランティア参加者へのアンケート調査(7/8 ～ 31） 置について、避難所開設自治体へ通知

・福島産牛肉から暫定規制値を超える放射性物質が検出
９ 土

１０ 日
１１ 月 ・フランス領ポリネシア向け食品等輸出証明書受付開始

・片品村（避難所等）支援物資配布
１２ 火 ・県営住宅及び公社賃貸住宅入居者へのエアコン設置希望調査 ・福島県が厚生労働大臣へ国庫負担で雇用促進住宅等へエ

アコン等を設置するよう緊急要請
・藤岡土地改良区が小宮池の災害復旧工事を完了

１３ 水 ・第４回受発注緊急支援連絡会議の開催
・県議会大規模地震対策特別委員会が、宮城県、福島県内の被災地等を訪れ、

現地調査を実施(～ 7/14)
１４ 木 ・保育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の空間放射線量の測定結果公 ・東吾妻町他避難所にて、南相馬市帰還計画説明会が開催

表（第 2 回） （8 月末を目途に避難所退所等の方針が示される）
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 15 班)
・避難者支援だより(18 号)発行
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７月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１５ 金 ・県内に放射性物質汚染稲わらを給餌された牛の肉の流通が確認されたため、 ・厚労省から雇用促進住宅の応急仮設住宅としての取扱い
流通調査を開始 の通知

・県内牛飼養農家全戸の稲ワラ等利用に関する調査開始
・診療放射線技師派遣(福島県）(～ 7/31、計 3 班派遣)
・群馬県読み聞かせグループ連絡協議会（事務局：県立図書館）が被災地へ図

書支援
１６ 土
１７ 日 ・農水省からつなぎ融資のチラシ送付

１８ 月 ・厚労省から放射性物質汚染稲わら給与の可能性がある牛
の個体識別番号の公表と検査実施の通知

１９ 火 ・汚染稲わらが県内に流通していたことを公表 ・厚労省から計画停電の実施又は大規模停電の発生時の水
道施設における対応の通知

２０ 水 ・一般廃棄物焼却施設における焼却灰等の放射性物質測定結果公表（第 1 報） ・厚労省から暫定規制値を超える牛肉の流通防止の対応に
→ 対象施設 22 施設中 13 施設報告有り の通知

1 施設 8,000Bq/kg 超（埋め立てせず施設内に一時保管） ・全国知事会から地方自治法に基づく職員派遣要請
・県内肥育牛農家の全戸 1 頭検査の実施を公表 （第 1 回 福島県から要請）
・各農業事務所家畜保健衛生課に相談窓口を設置 ・みなかみ町の避難所閉鎖

２１ 木 ・第 32 回震災支援本部開催（資料配付）
・第 7 回がんばろう群馬！産業支援本部開催
・県内と畜場で処理された県内産牛の全頭検査を実施する方針を表明
・県内(高崎市)の 1 農場で飼養された牛(13 頭)に放射性物質汚染稲わらが給餌

され、県外出荷されたことが判明したため、出荷先自治体に調査を依頼
・中小企業ワンストップセンター出張相談会（渋川）

対象 震災により何らか影響を受けている県内中小企業（全業種）
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 16 班)

２２ 金 ・農産物等への補償・風評被害対策や放射性物質の検査体制の強化、安定的な ・福島県が県内被災者支援に関するロードマップを公表
電力供給確保等を求める「東日本大震災に関する要望」を国等に提出 （10 月末までに全避難所閉鎖等）

・上下水処理等副次産物の処理を行う廃棄物処理施設の放射能濃度監視を施設
管理者に依頼

・ぐんままるごとキャンペーン（赤坂サカス）で県産農畜産物をＰＲ（～ 7/24）
・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(7/13 採取の検査結果）

２３ 土
２４ 日
２５ 月 ・牛以外の食肉に供される家畜(馬・緬山羊・豚・家禽)の飼養管理状況調査開

始
２６ 火 ・全国知事会「日本の再生に向けて－東日本大震災復興へ

の提言」について国に要望
・県農協中央会が県に対し牛肉の放射性物質汚染に対する

東日本大震災緊急対策資金拡充を要請
２７ 水 ・牛肉の全頭検査実施を公表

・ぐんま夏野菜フェア（県庁県民ホール）で県産農産物をＰＲ
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７月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

２８ 木 ・第 33 回震災支援本部開催 ・県内と畜場で処理された県内産牛の全頭検査を実施する
（次週から震災支援連絡調整会議へ移行) 旨の方針を表明（どこが表明？記載者が不明、農政部）

・第 8 回がんばろう群馬！産業支援本部開催
・技術対策等資料「高濃度の放射性セシウムが含まれる可能性のある堆肥等の

施用・生産・流通の自粛について」を県内生産者等に周知
・県内牛飼養農家に堆肥利用・流通の自粛を要請
・保育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の空間放射線量の測定結果公

表（第 3 回）
・中小企業ワンストップセンター出張相談会（伊勢崎）

対象 震災により何らか影響を受けている県内中小企業（全業種）
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 17 班)

２９ 金 ・県内(太田市)の 1 農場で飼養され、放射 性物質汚染稲わらが給餌された牛 ・厚労省から牛の全頭検査及び全戸検査計画に関する基本
(406 頭)の肉について、安全性を確認・公表 的対応方針の通知

・風評被害の損害賠償対象地域に群馬県を入れるよう文科省に要望
・各市町村教育委員会に対して東日本大震災にかかる各学校園での取組調査結

果を踏まえた指導について通知
・避難者支援に関する市町村担当者会議

→ 応急仮設住宅としての民間賃貸住宅借り上げの実施等について説明
・社団法人全国賃貸住宅経営協会あて応急仮設住宅としての民間賃貸住宅借り

上げ制度の開始に伴う本県民間賃貸住宅情報の周知について依頼
・高崎市他（避難所等）支援物資配布
・県議会大規模地震対策特別委員会を開催、審査を実施

３０ 土
３１ 日 ・警戒区域内でのペット保護活動に職員派遣（獣医師）(～ 8/5) ・群馬交響楽団東毛定期演奏会被災者招待（太田市）

・牛肉の全頭検査を開始
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
８月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
８／ ・県内避難者受入れ 2,297 人 ・農水省から飼料の放射性物質暫定許容値の改正通知

１ 月 ・民間賃貸住宅借り上げ制度入居者募集開始（～ 23 年度末）
・避難者支援だより(19 号)発行

２ 火 ・中西毛及び東毛地域の 23 年産麦わらの検査を実施 ・「総合モニタリング計画」の公表（モニタリング調整会
→ 検査結果は全地域で暫定許容値以下だったため、利用自粛を解除 議）

・桐生市（避難所等）支援物資配布
・募金（115 千円）を日赤へ第７回送金

３ 水 ・各市町村あて「保育所入所児童が受ける放射線量をできるだけ低く抑えるた
めの留意事項について」を通知し保育所等へ周知

４ 木 ・第 1 回震災支援連絡調整会議 ・福島県から放射線被ばくに関する風評被害による人権侵
・第 3 回がんばろう群馬！産業支援本部連絡調整会議開催 害の防止について」要請
・一般廃棄物焼却施設における焼却灰等の放射性物質測定結果公表（第 2 報） → 各所属及び各市町村に要請を周知し依頼

→ 8 施設追加報告、対象施設 22 施設中 21 施設報告済み ・市町村が福島県からの避難者の火葬状況を把握するため
2 施設 8,000Bq/kg 超（1 施設追加）（埋め立てせず施設内に一時保管） に火葬台帳を作成（～ 8/11）

・保育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の空間放射線量の測定結果公
表（最終）

・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 18 班)
５ 金 ・県内水産物(ギンヒカリ)の放射能検査結果公表 → 検出せず ・「原子力損害賠償紛争審査会」が「原子力損害の判定等

・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(7/22 ～ 28 採取の検査結果） に関する中間指針」をとりまとめ（観光業の風評被害に
ついて本県も対象地域として認められる）

６ 土
７ 日 ・食肉衛生検査所に簡易測定器を設置し、県内のと畜場で処理される全ての牛

の肉について、放射性物質の検査（全頭検査）を開始

８ 月 ・一般廃棄物焼却施設における焼却灰等の放射性物質測定結果公表（第 3 報） ・災害廃棄物の処理に関する特措法施行
→ 1 施設追加報告 対象施設 22 施設全施設報告済（1 回目） ・群響夏休みコンサート被災者招待（大泉町）

2 施設 8,000Bq/kg 超（変化無し）（埋め立てせず施設内に一時保管）
・「東日本大震災に伴う福島県への災害復旧応援短期派遣職員（土木技師）報

告会」開催
・緊急スクールカウンセラー派遣事業で被災した児童生徒を受入れている学

校へ配置したスクールカウンセラーに対する研修会を実施
９ 火 ・北毛地域の 23 年産麦わらの検査を実施

→ 検査結果は全地域で暫定許容値以下のため、利用自粛を解除
・国からの牛ふん堆肥の検査方法を公表し、北毛地域の利用自粛を解除
・被災地（宮城県内）へ支援物資搬送(2t)

１０ 水 ・第 2 回震災支援連絡調整会議
・第 4 回がんばろう群馬！産業支援本部連絡調整会議開催
・県立高等学校・県立中等教育学校に対して、震災に係る授業や部活動等の対

応について調査結果を通知
・各市町村教育委員会に対して被災した児童生徒の受入れ状況調査を実施
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８月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１１ 木 ・サーベイメータによる桐生市内の空間放射線量測定を終了（測定は群馬大学 ・厚労省から「東日本大震災に係る社会福祉施設等災害復
が実施） 旧費の国庫補助について」の通知

・産業技術センターで国内取引向け加工食品の放射線量簡易測定試験を開始 ・環境省が災害廃棄物の広域処理の推進に係るガイドライ
・県内本店金融機関及び足利銀行を訪問し資金繰りの円滑化を要請（～ 8/26） ンを示す
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 19 班) ・「岩手県東日本大震災津波復興計画」策定

１２ 金 ・米の検査計画について市町村・農業協同組合等に説明、検査前の出荷等自粛
について要請

・麦の放射性物質検査を終了 → 全ての検体で安全性が確認された
・延滞農業者等向け国つなぎ資金特別保証制度説明会を開催
・福島県からの避難者の火葬台帳を取りまとめ、福島県へ報告

１３ 土
１４ 日
１５ 月 ・県民ボランティア参加者アンケート調査取りまとめ

１６ 火
１７ 水 ・一般廃棄物焼却施設における焼却灰等の放射性物質測定結果公表（第 4 報） ・福島県南相馬市が「復興ヴィジョン」決定

→ 8,000Bq/kg 超の 1 施設 2 回目報告（結果は、8,000Bq/kg 以下）
8,000Bq/kg 超は、1 施設（埋め立てせず施設内に一時保管は、2 施設継続）

・夏作飼料作物(青刈りトウモロコシ等)について、中西、東毛地域の検査実施
→検査結果は全て検出されなかったため、利用自粛を解除

・牛ふん堆肥の検査を実施 → 東毛地域の利用自粛を解除
１８ 木 ・第 3 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

・牛ふん堆肥の検査を実施 → 中毛地域の利用自粛を解除
・入院患児の安全・安心のため、小児医療センターにおいて給食材料の放射性

物質検査を開始
・宮城･福島県へ行政支援等のため県・市町職員を派遣(第 20 班)

１９ 金 ・夏作飼料作物について、北毛地域の検査実施
→結果は全て検出されなかったため、利用自粛を解除

・桐生市（避難所等）支援物資配布
２０ 土 ・観光業の風評被害について、観光協会や団体等を対象とした「原子力損害の ・群馬弁護士会主催「東日本大震災原子力損害賠償につい

判定等に関する中間指針」説明会を開催 ての市民向け説明会」開催 (定員 300 人)
２１ 日 ・群馬交響楽団夏休みコンサート被災者招待（前橋市）

２２ 月 ・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(8/5 ～ 11 採取の検査結果） ・「小さな村、片品村で起こったこと」写真展（片品むら
・治山事業の設計積算業務支援で林業技師を派遣(福島県県南農林事務所) んてぃあ主催)が県庁で開催（～ 24 日）

(1 名 ～ 9/2)
２３ 火 ・一般廃棄物焼却施設における焼却灰等の 放射性物質測定結果公表（第 5 報） ・本県防災ヘリコプターを使用し、文科省が航空機による

→ 8,000Bq/kg 超の残り 1 施設 2 回目、3 回目報告 モニタリングを県内で開始。（～ 9/8）
（結果は 8,000Bq/kg 以下、8,000Bq/kg 超は 0 施設）
（ただし、埋め立てせず施設内に一時保管は、2 施設継続）

・中・西毛地域の稲発酵粗飼料の検査実施
・牛ふん堆肥の検査を実施 → 西毛地域の利用自粛を解除
・「暮らしと防災講演会～東日本大震災の教訓を生かすために～」開催
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８月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

２３ 火 ・避難者支援だより(20 号)発行
２４ 水 ・中・西毛地域の稲発酵粗飼料の検査結果公表 → 検査結果は全て検出せず ・福島県から災害救助法に基づく救助の応援要請について

救助の一部終了の通知（学用品の供与）
・ＭＴＪ公演（高崎市：被災した仙台フィルを招いて群響

と共演）
２５ 木 ・第 4 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

・第 5 回がんばろう群馬！産業支援本部連絡調整会議開催
２６ 金 ・米の放射性物質検査を開始 ・「除染推進に向けた基本的考え方」「除染に関する緊急

・宮城県災害対策本部連絡員駐在を終了 実施基本方針」「市町村による除染実施ガイドライン」
・宮城･福島県へ行政支援等のための県・市町職員派遣を終了 公表（ともに原子力災害対策本部）

・厚労省から「保育所等の園舎・園庭等の線量低減につい
て」の通知

２７ 土
２８ 日
２９ 月 ・県内水産物(赤城大沼のワカサギ)の放射能検査結果公表

→暫定規制値を超える放射性セシウムを検出
→主要ワカサギ漁場の解禁延期もしくは採捕自粛を農政部長名で要請
→赤城大沼のウグイ、コイ、マス類の採捕自粛を農政部長名で要請

３０ 火 ・高山村（避難所等）支援物資配布 ・放射性物質汚染対処特別措置法公布（H24.1.1 全面施行）
・避難者支援だより(21 号発行) ・厚労省から野生鳥獣の肉のモニタリング検査強化の通知

・農水省が農地土壌の放射性物質濃度分布図を公表
３１ 水 ・知事、陸上自衛隊第 12 旅団長、前橋赤十字病院高度救命救急センター長の 3 ・厚労省から野生キノコのモニタリング検査強化の通知

者鼎談を上毛新聞「暮らしと防災特集」に掲載 ・草津町の避難所閉鎖
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
９月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
９／ ・第 5 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

１ 木 ・宮城県へ災害復旧支援派遣（農業土木職員 1 名～ 3/31）
・募金（52 千円）を日赤へ第 8 回送金

２ 金 ・サーベイメータ等による前橋市、中之条町、片品村、川場村、邑楽町の空間 ・全国知事会から地方自治法に基づく職員派遣要請
放射線量定点観測を終了 （第 2 回 岩手県・宮城県・福島県から要請）

・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(8/19 ～ 24 採取の検査結果）
・治山事業の設計積算業務支援で林業技師を派遣(福島県県南農林事務所)

(１名 ～ 9/16)
３ 土
４ 日
５ 月 ・エネルギー補償型サーベイメータによる前橋市、中之条町、沼田市、太田市

の空間放射線量定点観測結果を県ＨＰに公表開始
・エネルギー補償型サーベイメータによる空間放射線量広域調査を開始

（～ 10/3）
・こんにゃくの放射性物質検査を開始
・早場米地域における 23 年産稲わらの検査を実施

→検査結果は検出されなかったため利用自粛を解除
６ 火 ・企業局がゲルマニウム半導体検査器機を購入し、水質検査センターで検査を ・厚労省からクリのモニタリング検査強化の通知

開始
７ 水 ・一般廃棄物焼却施設における焼却灰等の放射性物質測定結果公表（第 6 報） ・岩手県から災害救助法に基づく救助の応援要請について

→ 8,000Bq/kg 超の施設 1 施設は 3 回目、1 施設は 4 回目報告有り。 救助の一部終了の通知（飲料水の供給等）
結果は、8,000Bq/kg 以下 2 施設の埋立再開は検討中

・産業廃棄物焼却施設における焼却灰等の放射性物質の測定結果の公表（第 1
報）→ 8,000Bq/kg 超の施設なし

・東日本大震災緊急対策資金制度改正（県外と畜場における牛肉検査費用追加）
・県内避難者受入れ 2,078 人
・県議会産経土木常任委員会が、宮城県内の被災地等を訪れ現地において調査

を実施
８ 木 ・第 6 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

・第 6 回がんばろう群馬！産業支援本部連絡調整会議開催
・県内で捕獲した野生獣肉の放射性物質検査を開始
・県内水産物(赤城南面養殖場のニジマス、コイｲ)の放射能検査結果公表

→全て検出せず
９ 金 ・市町村研修会「男女共同参画の視点からの震災対応」開催

・し尿処理施設へ汚泥焼却灰等の放射性セシウム濃度の測定依頼（群馬県独自）
・野生きのこの放射性物質検査実施、以後、県産きのこを中心に定期的に実施
・東日本大震災緊急対策資金制度改正に係る融資機関への説明会開催

１０ 土
１１ 日
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９月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１２ 月 ・県内水産物(バラギ湖、梅田湖、鮎川湖、赤城大沼のワカサギ、ウグイ)の放
射能検査結果公表
→赤城大沼のワカサギ、ウグイから暫定規制値を上回る放射性セシウムを検

出、他は暫定規制値を下回る
→バラギ湖、梅田湖、鮎川湖、神流湖の解禁延期要請を解除
→赤城大沼のワカサギの解禁延期要請を継続
→赤城大沼のウグイの採捕自粛要請を継続

・実需者意見交換会（横浜）で知事が県産農畜産物の安全性をＰＲ
・第 1 回福島県からの避難者受入関係県連絡会議出席（福島県）
・高崎市（避難所等）支援物資配布

１３ 火 ・県内水産物(丸沼、荒船湖のワカサギ)の放射能検査結果公表
→全て検出せず
→丸沼の採捕自粛要請を解除
→荒船湖、碓氷湖、大塩湖、丹生湖の解禁延期要請を解除

・知事トップセールス（横浜市中央卸売市場）で県産農産物をＰＲ
・各市町村教育委員会に対して「東日本大震災を教材として活用した授業等」

の送付
・安中市（避難所等）支援物資配布

１４ 水 ・県信連主催「担い手リーダー会議」で、東日本大震災緊急対策資金制度改正
等をＪＡ担当者に説明

１５ 木 ・第 7 回震災支援連絡調整会議（資料配付） ・全国知事会「第 3 次補正予算に向けた緊急要請」を国に
・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(8/31 ～ 9/7 採取の検査結果） 要請

１６ 金 ・福島県災害対策本部連絡員駐在を終了 ・総務省が原発避難者特例法に基づく指定市町村を告示

１７ 土 ・県産牛肉即売会（みのり感謝祭２０１１（グリンドーム前橋））でＰＲ
・中西、東毛地域の夏作飼料作物(青刈りトウモロコシ等）の検査実施

→検査結果は全て検出されなかったため利用自粛を解除
１８ 日 ・県産牛肉即売会（ぐんまのグルメ大集合（華蔵寺公園））でＰＲ(～ 8/19)

１９ 月
２０ 火 ・上下水処理等副次産物の処理施設における放射性物質の測定結果の公表（第

1 報）
→対象施設 6 施設中、排出水が線量限度超え 1 施設（排出水の排水を停止）

・県内水産物(赤城大沼のイワナ)の放射能検査結果公表
→暫定規制値を上回る放射性セシウムを検出
→赤城大沼のイワナの採捕自粛要請を継続

・北毛地域の稲発酵粗飼料の利用自粛の解除
２１ 水 ・全国知事会「第三次補正予算に向けた緊急要請」を国に

に要請
・東京電力㈱が観光業の風評被害について賠償額算定基準

などを発表
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９月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

２２ 木 ・第 8 回震災支援連絡調整会議（資料配付）
・第 7 回がんばろう群馬！産業支援本部連絡調整会議開催（資料配付）
・県内水産物(赤谷湖、草木湖のワカサギ)の放射能検査結果公表

→全て暫定規制値を下回る
→赤谷湖、藤原湖、奥利根湖の採捕自粛要請を解除
→草木湖の解禁延期要請を解除

・県庁観光物産課に、観光業の風評被害に係る賠償請求等についての相談窓口
設置

２３ 金
２４ 土
２５ 日
２６ 月 ・農業技術センターにゲルマニウム半導体検出器導入 ・群馬交響楽団被災地支援演奏会（宮城県登前市）

・北毛地域の 23 年産稲わらの利用自粛の解除
・「観光業等の風評被害に係る損害賠償請求手続等に関する説明会」を開催

（～ 9/29 県内 6 カ所（県庁及び 5 県民局））
２７ 火 ・航空機モニタリングで空間放射線量の高かった地点の緊急調査結果を県ＨＰ ・文科省及び群馬県による航空機モニタリングの測定結果

に公表 公表
２８ 水 ・千葉県から災害救助法に基づく救助の応援要請の終了に

ついて通知
・群馬交響楽団被災地支援演奏会（宮城県名取市 2 回）

２９ 木 ・第 9 回震災支援連絡調整会議（資料配付） ・福島県からロードマップに基づく 10 月末までの避難所
・第 8 回がんばろう群馬！産業支援本部連絡調整会議開催（資料配付） 閉鎖について通知
・県内水産物(薗原湖のワカサギ)の放射能検査結果公表 ・片品村の避難所閉鎖

→ 検出せず → 薗原湖の採捕自粛要請を解除
・東毛地域の 23 年産稲わらの利用自粛の解除
・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(9/15 ～ 9/22 採取の検査結果）
・東京電力㈱に対し、9/21 発表の基準を見直すよう要望書を提出

３０ 金 ・県内各地の商工会、商工会連合会、商工会議所に、観光業の風評被害に係る
賠償請求等についての相談窓口を設置

・県立美術館・博物館、ベイシア文化ホールに設置した募金箱の義援金（6 月
～ 9 月末分）を NPO・ﾎﾞﾃﾝﾃｨｱ推進課に送付（来館者分 29,541 円）
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
１０月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
10／ ・福島県原子力賠償支援課へ地方自治法に基づく職員派遣 (1 名､～ 3/31)

１ 土
２ 日 ・「ぐんま広報」10 月号で放射性物質の検査体制を紹介 ・群馬交響楽団被災地支援楽器セミナー（岩手県陸前高田

市）
３ 月 ・農業技術センターでゲルマニウム半導体検出器による放射性物質の測定開始

・募金（78 千円）を日赤へ第９回送金（募金合計 3/14 ～ 9/30 16,209,923 円）
４ 火 ・第５回受発注緊急支援連絡会議の開催 ・「小さな村、片品村で起こったこと」写真展（片品むら

・陸前高田市立博物館被災地質標本の救済活動（～ 10/7） んてぃあ主催)が利根沼田県民局で開催
（自然史博物館※文化財レスキュー事業）

５ 水 ・県内避難者受入れ 2,076 人
・桐生市（避難所等）支援物資配布
・米の放射性物質検査を終了

→全ての検体で安全性が確認されたため、県産米の安全宣言
６ 木 ・第 10 回震災支援連絡調整会議（資料配付） ・栃木県から災害救助法に基づく救助の応援要請の終了に

・エネルギー補償型サーベイメータによる県内 149 地点の空間放射線量広域調 ついて通知
査を県 HP に公表

・河川、小沼の放射性物質の環境調査開始
・中・西毛地域の稲わら及び稲発酵粗飼料の利用自粛の解除

７ 金
８ 土
９ 日

１０ 月 ・岩手県へ災害復旧支援派遣（1 陣・農業土木職員 3 名 ～ 10/20）

１１ 火 ・技術対策等資料「放射性セシウム濃度の低減に向けたお茶の整枝について」
を県内生産者等に周知

１２ 水 ・9 月定例県議会：大規模地震対策特別委員会を開催、審査を実施。（～ 10/13）

１３ 木 ・第 11 回震災支援連絡調整会議（資料配付）
・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(9/28 ～ 10/7 採取の検査結果）

１４ 金 ・技術対策等資料「放射性物質が含まれる可能性のある落ち葉の利用自粛につ ・福島県が県外における民間賃貸住宅借上げに係る遡及措
いて」を県内生産者等に周知 置の実施を他県へ依頼しない旨通知

１５ 土 ・県産農畜産物安全ＰＲ（収穫感謝祭（ＪＡビル））(～ 10/16)

１６ 日
１７ 月 ・技術対策等資料「野菜栽培における落ち葉等の代替技術について」を県内生

産者等に周知

１８ 火 ・岩手県へ災害復旧支援派遣（2 陣・農業土木職員 3 名 ～ 10/29） ・「宮城県震災復興計画」策定

１９ 水 ・沼田市（避難所等）支援物資配布 ・東吾妻町の避難所閉鎖
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１０月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

２０ 木 ・第 12 回震災支援連絡調整会議（資料配付） ・環境省が広域処理推進に向けた受入検討状況調査結果を
公表

２１ 金 ・文科省から「当面の福島県以外の地域における周辺より
放射線量の高い箇所への対応方針」公表

・全国知事会から地方自治法に基づく職員派遣要請
（第 3 回 岩手県・宮城県・福島県）

２２ 土
２３ 日
２４ 月 ・東毛地域の稲発酵粗飼料の利用自粛の解除

・太田市（避難所等）支援物資配布
２５ 火 ・関東地方知事会で国に対し、「東日本大震災に係る要望」

を提案・要望することを決定

２６ 水 ・沼田市（避難所等）支援物資配布 ・東京電力㈱が観光業の風評被害に係る基準の改正につい
て発表

２７ 木 ・第 13 回震災支援連絡調整会議（資料配付）
・第 9 回がんばろう群馬！産業支援本部連絡調整会議開催
・技術対策等資料「果樹栽培における落ち葉等の代替技術について」を県内生

産者等に周知
・内閣総理大臣、経済産業大臣及び資源エネルギー庁長官に対して、ガソリン

等石油製品の安定供給に関する要望を提出
２８ 金 ・豚肉、鶏肉の放射能の検査実施 →検出されず ・厚労省から新たな食品中の放射性物質の規制値設定の検

・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(10/13 ～ 19 採取の検査結果） 討を開始する旨の通知
・東日本大震災の被災者に係る手数料の特例に関する条例の施行

→被災者の生活再建を支援、21 条例 54 種類の手数料減免
（震災発災後～ H24.3.31）

・藤岡市（避難所等）支援物資配布
２９ 土
３０ 日
３１ 月 ・物資･エネルギー対策室を廃止し、業務を産業政策課に移管(H23.11 ～) ・厚労省から「東日本大震災に伴う園庭の土壌処理事業に

・福島県へ災害復旧支援派遣（1 陣・農業土木職員 2 名 ～ 11/11） ついて」の通知
・高崎市（避難所等）支援物資配布 ・除染に関する環境省説明会（群馬県庁内）

・福島県ロードマップを踏まえ、高崎市牛伏ﾄﾞﾘｰﾑｾﾝﾀｰ他、
県内の全避難所が閉鎖
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
１１月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
11/１ 火

２ 水 ・震災の諸課題解決に向けた取組「地域づくり協働モデル事業」2 次募集市町
村周知

・県内水産物(赤城大沼のワカサギ、ウグイ)の放射能検査結果公表
→暫定規制値を上回る放射性セシウムを検出
→赤城大沼のワカサギの解禁延期要請を継続
→赤城大沼のウグイの採捕自粛要請を継続

・県内避難者受入れ 2,035 人
・被災地（宮城県内）へ支援物資搬送(2t)

３ 木 ・前橋市が中央通り商店街に「ふくしまや」（福島県産品
販売・交流サロン）開設

４ 金 ・クロアチア向け食品等輸出証明書受付開始

５ 土 ・ぐんま農畜産物応援サンクスフェア（ラビ１高崎）で安全性ＰＲ

６ 日 ・被災地（宮城県内）へ支援物資搬送(12t)

７ 月 ・きのこ原木等の指標値（150 ﾍﾞｸﾚﾙ）に係る検査を実施、以後、断続的に実施

８ 火 ・大泉町（公営住宅等）支援物資配布

９ 水 ・福島県の県外巡回就職相談会が太田市内で開催

１０ 木 ・第 14 回震災支援連絡調整会議（資料配付） ・福島県の県外巡回就職相談会が高崎市内で開催
・一般廃棄物焼却施設における焼却灰等の放射性物質測定結果公表（第 7 報）

→当初 8,000Bq/kg 超の 2 施設についての定期的な測定結果報告
し尿処理施設付帯の焼却施設の焼却灰についての測定結果

対象施設 13 施設中 9 施設報告有り、いずれも 8,000Bq/kg 以下
・農畜産物安全ＰＲ（ビジットキャンペーン（香港））
・高崎市（公営住宅等）支援物資配布

１１ 金 ・農畜産物安全ＰＲ（ジャスコ・コーンヒル店、エリート社（香港））
・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(10/27 ～ 11/6 採取の検査結果）
・福島県へ災害復旧支援派遣（2 陣・農業土木職員 2 名 ～ 11/21）
・被災地（岩手県内）へ支援物資搬送(8t)

１２ 土
１３ 日 ・県営城山団地避難者と地域の支援者との交流会開催

（高崎市倉渕町）
１４ 月 ・汚染状況重点調査地域の指定希望市町村を環境省へ報告（第一回） ・茨城県から災害救助法に基づく救助の応援要請の終了に

・農業技術センターに 2 台目のゲルマニウム半導体検出器導入 ついて通知
・平成 23 年産乾草及びサイレージの抽出調査に着手
・県石油協同組合と県との間で「災害時等におけるガソリン等燃料の供給に関

する協定」を締結
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１１月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１４ 月 ・第 2 回福島県からの避難者受入関係都県連絡会議出席（福島県）
１５ 火 ・総務省が原発避難者特例法に基づく特例事務を告示

１６ 水
１７ 木 ・第 15 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

・第 10 回がんばろう群馬！産業支援本部連絡調整会議開催
・フードメッセ in 新潟（復興支援ブース）出展で県産農産物の安全性ＰＲ

（朱鷺メッセ ～ 11/19）
・県内被災者への支援物資配布会開催(旧保育大学校 ～ 20 日まで）

１８ 金 ・県災害時救援ボランティア連絡会議開催
・農業技術センターで 2 台目のゲルマニウム半導体検出器による放射性物質の

測定開始
・各市町村教育委員会に対して被災した児童生徒の受入れ状況調査の実施
・被災地（岩手県内）へ支援物資搬送(4t)

１９ 土
２０ 日
２１ 月 ・国に対し、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県の 4 県連名で基金創設や放射性 ・藤岡土地改良区が大谷池の災害復旧工事に着手

物質の除染など必要な財政支援等の措置を求める要望書を提出
・第 1 回放射線の健康への影響に関する有識者会議開催
・福島県へ災害復旧支援派遣（3 陣・農業土木職員 2 名 ～ 12/1）

２２ 火 ・県内水産物(近藤沼のワカサギ)の放射能検査結果公表 ・全国知事会「東日本大震災からの速やかな復興を求める
→検出せず →近藤沼の採捕自粛要請を解除 決議」を国に要請

・産業技術センターで輸出向け加工食品の放射性物質測定試験を開始
・県管理道路(通学路)の空間放射線量測定開始(1186 地点)

・県内被災者(配布会不参加者)へ支援物資配布
（各行政事務所から各市町村役場へ支援物資配布 ～ 29 日まで）

２３ 水
２４ 木 ・第 16 回震災支援連絡調整会議（資料配付） ・漁業協同組合役職員研修会にて原子力補償に関する東京

・100 万人達成記念農畜産物フェア（ぐんまちゃん家）でＰＲ 電力と漁業組合の意見交換会を実施
・「災害時等におけるガソリン等燃料の供給に関する協定」市町村説明会開催

２５ 金 ・下水汚泥の放射性物質の結果公表(11/7 ～ 18 採取の検査結果）

２６ 土 ・東日本大震災に対する災害ボランティア活動報告会開催
（災害ボラティアぐんま参加）

２７ 日
２８ 月 ・県議会大規模地震対策特別委員会で東京電力(株)群馬支店長を招致して説明 ・福島県から災害救助法に基づく救助の応援要請について

会を開催、その後、県内調査を実施 救助の一部終了の通知（死体の捜索等）
２９ 火 ・県内水産物(赤城大沼のワカサギ、ウグイ、イワナ)の放射能検査結果公表

→暫定規制値を上回る放射性セシウムを検出
→赤城大沼のワカサギの解禁延期要請を継続
→赤城大沼のウグイ、イワナの採捕自粛要請を継続

・被災地（岩手県内）へ支援物資搬送(8t)
３０ 水
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
１２月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
12／ ・第 17 回震災支援連絡調整会議（資料配付） ・福島県の県外巡回就職相談会が前橋市内で開催

１ 木 ・汚染状況重点調査地域の指定希望市町村を環境省へ報告（第２回）
・資金需要の高まる年末に向け、知事名の要請書により資金繰りの円滑化を要

請
・群馬県読み聞かせグループ連絡協議会（事務局：県立図書館）が被災地へ図

書支援
２ 金 ・福島県の県外巡回就職相談会が高崎市内で開催

３ 土
４ 日
５ 月 ・8 市町村の乾しいたけのセシウムが暫定規制値超過のため自粛を要請

６ 火 ・前橋市、高崎市と連携して県内の流通食品の放射性物質検査を開始

７ 水 ・国に対し、乾しいたけへの規制値適用方法の見直し等に係る知事要望書を提
出

・平成 23 年産乾草及びサイレージの抽出調査の説明会を実施
・県内避難者受入れ 2,063 人
・被災地（岩手県内）へ支援物資搬送(8t)
・大泉町（公営住宅等）支援物資配布

８ 木 ・第 18 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

９ 金 ・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(11/21 ～ 12/1 採取の検査結果）
・モロッコ向け食品等輸出証明書受付開始

１０ 土
１１ 日
１２ 月
１３ 火 ・11 月定例県議会において、大規模地震対策特別委員会を開催、審査を実施

１４ 水 ・被災地（岩手県内）へ支援物資搬送(8t) ・放射性物質汚染対処特措法施行令（政令第 394 号）制定
・放射性物質汚染対処特措法施行規則（環境省令第 33 号）

制定
・環境省から「除染関係ガイドライン」公表

１５ 木 ・第 19 回震災支援連絡調整会議（資料配付）
・汚染状況重点調査地域の指定における環境省からの意見伺いへ回答
・養殖業者（マス類、コイ、アユ）を対象とした原発事故による損害に関する

説明会を実施
・ぐんまの野菜でなべ料理 in ぐんまちゃん家で県産農産物の安全性ＰＲ

１６ 金 ・県有施設等における空間放射線の調査結果を県ＨＰに公表 ・福島県外における民間賃貸住宅借上げの申込受付の継続
を福島県が発表

１７ 土
１８ 日
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１２月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１９ 月 ・宮城県から民間賃貸住宅借上げの 12 月末での入居申込
の受付終了の依頼通知

２０ 火 ・「東日本大震災被災地支援活動報告会～生活基盤施設の早期復旧のために～」 ・除染関係ガイドライン等説明会（環境省主催）
開催

・太田市（公営住宅等）支援物資配布
２１ 水 ・産業廃棄物焼却施設における焼却灰等の放射性物質の測定結果の公表（第 2 ・福島県南相馬市「復興計画」策定

報）→ 8,000Bq/kg 超の施設なし ・福島県の県外巡回就職相談会が太田市内で開催
・上下水処理等副次産物の処理施設における放射性物質の測定結果の公表（第 ・全国知事会から地方自治法に基づく職員派遣要請

2 報） （24 年度分 岩手県・宮城県・福島県から要請）
→対象施設（焼却施設、最終処分場、保管容器等）の放射線監視線量限度を

超えた施設無し
・新聞（上毛新聞）紙上で県産農畜産物の安全をＰＲ
・道路照明灯の節電を一部を除き解除

２２ 木 ・第 20 回震災支援連絡調整会議（資料配付） ・文科省から放射線モニタリングの見直し(検査方法、検
・東京都被災地農水産物流通支援制度について各農業事務所に通知 査頻度の変更等）の発表
・県内水産物(赤城大沼、梅田湖、草木湖のワカサギ)の放射能検査結果公表 ・厚労省から食品中の放射性物質の規格基準設定の通知

→全て暫定規制値を下回る →赤城大沼のﾜｶｻｷﾞの解禁延期要請を継続 ・放射線量低減対策特別緊急事業費の国庫補助について
・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(12/6 ～ 14 採取の検査結果） （通知）
・東日本大震災緊急対策資金を制度改正（乾しシイタケを対象に追加） ・福島県の県外巡回就職相談会が前橋市内で開催
・被災地（岩手県内）へ支援物資搬送(4t)

２３ 金
２４ 土 ・新聞（上毛新聞）紙上で県産農畜産物の安全をＰＲ

２５ 日
２６ 月
２７ 火 ・東日本大震災被災地支援派遣（市町村業務支援・避難所支援等）県職員意見

交換会を開催
２８ 水 ・衛生環境研究所(前橋市上沖町)の水道水(蛇口水）中の放射性物質について検 ・汚染状況重点調査地域の指定（環境省告示）第 108 号制

査を継続(それまで文科省が実施していた毎日の検査を継続） 定
・地下水の放射性物質の環境調査開始
・降下物の放射性物質濃度測定を毎日 1 回から毎月 1 回に変更
・宮城県からの避難者への民間賃貸住宅借上げ制度入居申込の受付終了
・館林市（公営住宅等）支援物資配布

２９ 木
３０ 金
３１ 土
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
２４年１月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
１／ ・福島県健康管理調査室へ地方自治法に基づく職員派遣 (1 名､～ 3/31) ・放射性物質汚染対処特別措置法施行

１ 日

２ 月
３ 火
４ 水
５ 木 ・県内避難者受入れ 2,053 人

６ 金 ・第 21 回震災支援連絡調整会議（資料配付） ・全国知事会「東日本大震災で発生した災害廃棄物の広域
・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(12/14 ～ 22 採取の検査結果） 処理に係る環境整備について」を国へ要望

７ 土
８ 日
９ 月

１０ 火 ・知事から災害廃棄物広域処理支援の検討依頼文書の発出（対象：市町村長）
・米の放射性物質緊急調査による福島県産米の分析協力開始(24 日まで 312 点

分析）
・県内水産物(赤城大沼のワカサギ)の放射能検査結果公表

→暫定規制値を上回る放射性セシウムを検出
→赤城大沼のﾜｶｻｷﾞの解禁延期要請を継続

・公用車での県産農畜産物安全ＰＲ開始（マグネットシート）
１１ 水 ・放射性物質汚染対処特別措置法説明会(災害廃棄物広域処理支援説明を含む)

開催（対象：市町村等、産業廃棄物処理施設設置者）
１２ 木 ・第 22 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

１３ 金 ・環境省の公表に併せて公共用水域放射性物質モニタリング調査結果(第 1 回) ・環境省及び群馬県による公共用水域放射性物質モニタリ
を発表 ングの測定結果公表

・環境省が地下水の放射性物質モニタリングを実施することを発表
１４ 土
１５ 日
１６ 月 ・平成 23 年産乾草及びサイレージ抽出調査結果を公表 → 飼料の放射性物質暫 ・岩手県から災害救助法に基づく救助の応援要請について

定許容値を超えた 14 地域に対して飼料利用の自粛を依頼 救助の一部終了の通知（収容施設の供与等）
・岩手県から民間賃貸住宅借上げ 12 月末での入居申込の

受付終了の依頼通知
１７ 火 ・第 3 回福島県からの避難者受入関係都県連絡会議出席（福島県） ・東京電力㈱が 4 月 1 日から自由化部門の電気料金につい

て平均 17 ％値上げすると発表
１８ 水 ・技術対策資料「果樹剪定枝の取扱いについて」を県内生産者等に周知

・毎週実施していた原乳検査のサンプル数を 2 検体から 3 検体に変更
・気仙沼市唐桑漁村センター被災郷土資料の救出活動（～ 1/20）

（自然史博物館※文化財レスキュー事業）
・各市町村教育委員会に対して被災した児童生徒の受入れ状況調査を実施

１９ 木 ・第 23 回震災支援連絡調整会議（資料配付）
・放射性物質汚染対処特別措置法説明会開催（対象：上下水道事業者）
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２４年１月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

２０ 金 ・国及び東京電力㈱に対して、電気料金値上げの見直しに関する要望を提出
・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(12/14 ～ 22 採取の検査結果）

２１ 土
２２ 日
２３ 月
２４ 火
２５ 水 ・今後の避難者支援に関する市町村意見交換会（前橋市・高崎市）

２６ 木 ・第 24 回震災支援連絡調整会議（資料配付）
・今後の避難者支援に関する市町村意見交換会（桐生市・伊勢崎市）
・桐生市（公営住宅等）支援物資配布

２７ 金 ・今後の避難者支援に関する市町村意見交換会（太田市・館林市・明和町）

２８ 土
２９ 日
３０ 月 ・県内水産物(赤城大沼のワカサギ、イワナ)の放射能検査結果公表

→赤城大沼のワカサギの解禁延期要請を継続
赤城大沼のイワナの採捕自粛要請を継続

・今後の避難者支援に関する市町村意見交換会（沼田市・中之条町）
３１ 火 ・農地土壌の放射性セシウムにかかる土壌調査結果と今後の対応を公表 ・宮城県から災害救助法に基づく救助の応援要請の終了に

・県ＨＰへ「農作物の放射性セシウム濃度低減対策について」及び「放射性セ ついて通知
シウム濃度低減対策リーフレット」を掲載
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
２４年２月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
２／ ・ぐんま食彩フェアを販売協力店 30 店舗（都内飲食店等）で開催し、県産農畜

１ 水 産物の安全性ＰＲ（～ 2/10）
・県内避難者受入れ 2,030 人

２ 木 ・第 25 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

３ 金 ・飼料の放射性物質暫定許容値の改正に伴い、平成 23 年産乾草及びサイレージ ・農水省から牛用飼料に対する放射性セシウム暫定許容値
抽出調査結果で新暫定許容値を超える 19 地域に対して、飼料の利用自粛を依 見直し通知
頼 ・農水省から平成 24 年産永年生牧草の安全確保通知

・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(12/14 ～ 22 採取の検査結果）
４ 土 ・福島県南相馬市職員と県内避難者との懇談会（高崎市役

所、中之条合同庁舎、太田合同庁舎 3 会場で開催）
５ 日 ・福島県南相馬市職員と県内避難者との懇談会（群馬会館、

利根沼田県民局庁舎 2 会場で開催）
６ 月 ・岩手県から災害救助法に基づく救助の応援要請の終了に

ついて通知
７ 火 ・技術対策資料「適正な土壌管理で放射性セシウムの吸収抑制を図りましょ

う！」を県内生産者に全戸配布
８ 水 ・県議会大規模地震対策特別委員会を開催、審査を実施

９ 木 ・第 26 回震災支援連絡調整会議（資料配付）
・県産農畜産物安全ＰＲ（台湾、～ 2/10）

１０ 金 ・上下水処理等副次産物の処理施設における放射性物質の測定結果の公表（第
3 報） → 対象施設（焼却施設、最終処分場）の放射線監視線量限度を超
えた施設なし

・技術対策資料「果樹剪定枝の取扱いについて（第 2 版）」を県内生産者等に周
知

１１ 土
１２ 日
１３ 月 ・災害廃棄物広域処理支援説明会開催（対象：市町村等担当職員）

・桐生市（公営住宅等）支援物資配布

１４ 火
１５ 水 ・牛用飼料に対する放射性セシウム暫定許容値見直し市町村等説明会を実施 ・関東地方知事会による東京電力株式会社の電気料金値上

・県内水産物(赤城大沼のワカサギ)の放射能検査結果公表 げ等に関する要請活動（要請先：国、原子力損害賠償支
→赤城大沼のワカサギの解禁延期要請を継続 援機構、東京電力㈱）

１６ 木 ・第 27 回震災支援連絡調整会議（資料配付）
・東日本大震災により生じた災害廃棄物の広域処理のために必要な手続につい

て、産業廃棄物処理業者あて通知
１７ 金 ・平成 23 年産乾草及びサイレージの追加調査を開始 ・内閣府主催「ふるさとふくしま暮らしサポートミーティ

・かあちゃんの天下一品フェア（県庁ホール）で県産農畜産物安全ＰＲ（～ 2/18） ング」が前橋市内で開催（～ 2/18(土)）
・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(1/18 ～ 26 採取の検査結果）

１８ 土
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２４年２月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１９ 日
２０ 月
２１ 火 ・漁業協同組合を対象とした原子力事故に係わる賠償金請求相談会実施 ・福島県から災害救助法に基づく救助の応援要請について

救助の一部終了の通知（収容施設の供与等）
２２ 水
２３ 木 ・第 28 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

２４ 金
２５ 土
２６ 日
２７ 月 ・一般家庭等で使用される薪及び灰等の放射性物質の測定結果（環境省実施）

の公表 →放射能濃度が 8,000Bq/kg を超えた灰は確認なし
・県内水産物(赤城大沼のワカサギ、11河川のヤマメもしくはイワナ)の放射能

検査結果公表 →全て暫定規制値を下回る
・赤城大沼のワカサギが暫定規制値を３回連続で下回る →ワカサギの解禁延

期要請を解除（ただし、釣獲魚は全て回収することを漁業協同組合に要請）
・放射性セシウムが新基準値を超えた桜川、薄根川、温川、沼尾川、烏川のヤ

マメ、イワナについて各漁業協同組合に釣獲魚の再放流を要請
２８ 火
２９ 水 ・災害廃棄物集積場（岩手県宮古市、山田町）を視察し、災害廃棄物の安全性

の確認（吾妻東部衛生施設組合主催）
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東 日 本 大 震 災 対 応 状 況 一覧
２４年３月 H24.3.31 現在

県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応
３／ ・第 29 回震災支援連絡調整会議（資料配付） ・厚労省から食品の放射性セシウムスクリーニング法の一

１ 木 ・第 11 回がんばろう群馬！産業支援本部連絡調整会議開催（資料配付） 部改正について通知
・原子力発電所事故に伴う東京電力㈱に対する損害賠償請求について、産業廃

棄物処理施設者へ案内通知
２ 金 ・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(2/15 ～ 22 採取の検査結果） ・農水省から平成 24 年産単年生飼料作物の安全確保通知

３ 土
４ 日 ・地域防災力パワーアップシンポジウム～東日本大震災から１年。私たちにで

きること～を群馬会館で開催
５ 月 ・岩手県内の災害廃棄物試料(2/29 採取)の放射能濃度等の測定結果の公表 ・厚労省から水道水中の放射性物質の目標値（管理目標値）

→環境省が目安としている広域処理対象災害廃棄物の放射能濃度(240Bq/kg 及び水道水のモニタリングの見直しについて通知
以下)を大幅に下回った(最高で 18Bq/kg 未満)

・2 月定例県議会：大規模地震対策特別委員会を開催
→ 委員会において、政府関係機関に対する、災害廃棄物の広域処理推進等

に関する意見書を発議することを決定
６ 火 ・大澤知事から県民の皆様へ「東日本大震災一周年に当たっての弔意表明」

・災害廃棄物広域処理支援実施施設（東京都内）視察
・「東日本大震災と防災パネル展」の開催(3/6 ～ 3/12)県庁１階県民ホール

〈群馬県・国土交通省等主催〉
・太田市（公営住宅等）支援物資配布

７ 水 ・2 月定例県議会本会議で意見書を全会一致で可決 ・東京電力㈱から関東地方知事会の電気料金値上げ等に関
→ 議長から政府関係機関へ直ちに提出することを決定 する要請に対する回答

・県内避難者受入れ 2,084 人
８ 木 ・第 30 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

９ 金 ・知事が「みんなの力でがれき処理」プロジェクトに発起人の一人として参画 ・「みんなの力でがれき処理」プロジェクト発足

１０ 土
１１ 日 ・大澤知事の「東日本大震災一周年に当たっての知事メッセージ」発表 ・政府主催「東日本大震災一周年追悼式」が国立劇場（東

・県内で半旗の掲揚や黙とうを実施（県ＨＰや文書等により、事前に県民や県･ 京）にて開催（大澤知事出席）
市町村職員等へ協力依頼を実施）

・小中学生向け新聞｢週刊風っ子｣(上毛新聞）に｢もう一度家族で相談しよう！
防災のこと｣ を掲載

・避難者受入れ支援センター閉所
１２ 月 ・厚労省から農畜水産物等の放射性物質検査（地方自治体

の検査計画）について改正通知
１３ 火 ・2 月定例県議会：大規模地震対策特別委員会を開催、審査を実施（～ 3/14）

１４ 水 ・「避難所における認知症の方・家族への支援マニュアル（案）」を策定
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２４年３月 H24.3.31 現在
県 の 対 応 国・知事会・市町村・その他の対応

１５ 木 ・第 31 回震災支援連絡調整会議（資料配付） ・厚労省から食品中の放射性物質の規格基準を設定した旨
通知（関係省令、告示の一部改正）

・厚労省から食品中の放射性物質の試験法及びその取扱い
について通知

・農水省から食品の新たな基準値を超過した牛肉の取扱の
通知

１６ 金 ・細野環境大臣が災害廃棄物の広域処理支援の協力要請のため来庁、知事と会
談

・県内と畜場に出荷された廃用牛から 134Bq/kg の放射性セシウムが検出された
ため、食品の放射性物質新基準の運用を待たず、農水省の通知に基づき焼却
処分することを公表

・下水汚泥の放射性物質検査の結果公表(2/28 ～ 3/8 採取の検査結果）
・福島県からの避難者への民間賃貸住宅借上げ制度入居申込の受付終了
・避難者の県営住宅（広瀬第一住宅）入居申込の受付終了

１７ 土 ・吾妻東部衛生施設組合による構成 3 町村合同の災害廃棄物広域処理地域説明 ・吾妻東部衛生施設組合による構成 3 町村合同の災害廃棄
会に池本副知事(知事代理)が出席。県として市町村支援を行う旨を説明 物広域処理地域説明会で、細野環境大臣が、出席者に広

域処理支援についての理解と協力を依頼
１８ 日
１９ 月 ・福島県への平成 24 年度派遣者(土木技師)による災害復旧事前調査

２０ 火
２１ 水 ・食品中の放射性セシウムスクリ－ニング検査法の改正に伴う牛肉検査のため

の簡易分析機器の改修
２２ 木 ・第 32 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

・第 4 回福島県からの避難者受入関係都県連絡会議出席（福島県）
２３ 金 ・農林水産省が福島県と周辺 15 都県の農地土壌放射性物

質濃度分布図を公表
２４ 土
２５ 日 ・群馬交響楽団被災地支援演奏会（宮城県石巻市）

２６ 月
２７ 火 ・平成 24 年産永年生牧草及び単年生飼料作物の放射性物質検査方針等を決定。

２８ 水 ・関東地方知事会による東京電力株式会社の電気料金値上
げ等に関する要請活動（要請先：国、原子力損害賠償支
援機構、東京電力㈱）

２９ 木 ・第 33 回震災支援連絡調整会議（資料配付）

３０ 金 ・環境省の公表に合わせて公共用水域放射性物質モニタリング調査結果（第 2 ・環境省及び群馬県による公共用水域放射性物質モニタリ
回）を発表 ングの測定結果公表

３１ 土 ・県営住宅及び民間賃貸住宅借上げ制度による避難者の受入れを終了
・東日本大震災支援本部会議解散
・震災被災者支援室を廃止し、業務を危機管理室へ移管(H24 年度～）


